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令和 5年度 厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

総 括 研 究 報 告 書 

 

小規模事業者等における HACCP の検証に資する研究 

 

 研究代表者 五十君 静信 東京農業大学 教授 

      

研究要旨  

 平成 30 年 6 月の食品衛生法改正により、全ての食品等事業者に対して HACCP に

沿った衛生管理が制度化され、令和２年６月に施行された（HACCP 制度化等につい

ては猶予期間が１年設けられ完全施行は令和３年６月）。本制度化にあたっては、

小規模事業者等にコーデックスが規定する HACCP原則をそのまま実施することを義

務づけることは困難である。コーデックスガイドラインにも示されている弾力的運

用は、実効性を考慮すると重要である。厚労省では、小規模事業者等に対して HACCP

の考え方を取り入れた衛生管理の実施を求めることとし、食品関係団体と協力して

事業者毎の手引書を作成し整備を行ってきた。 

本研究班では、小規模事業者等が制度の運用を継続できるよう、事業者毎の手引

書の作成やその見直しに求められる科学的知見の収集、提供等を行った。また、欧

米等諸外国の小規模食品事業者等における HACCPに沿った監視指導に関する運用・

指導現場の運用実態およびその指導にあたる職員の育成等に関する調査を実施し、

日本における現場での運用・指導および職員の育成、監視指導内容の平準化等の参

考とし、事業者が活用可能な検証手法の提供、並びに HACCP制度化による効果を分

析・評価するための知見を提供することを目的とした。 

研究代表者は、食品衛生管理に関する技術検討会の座長として手引書作成を進め、

求められる科学的根拠に関する学術的支援を行ってきた実績がある。研究分担者ら

と共に厚生労働行政推進調査事業で手引書作成に不足している科学的根拠に関す

る研究を行った。分担研究者は、食品の微生物に関する安全情報収集を業務とし、

国内外の食品微生物制御に関する情報収集の実績がある。このような実績を持つ研

究者で研究班を組織し、HACCP に沿った衛生管理の制度の円滑な運用及び制度の導

入効果の検証に資するため、科学的知見の収集、提供等を行った。 

①食品業種毎における手引書作成・見直しの支援では、業界団体が手引書の作

成・見直しに当たり、危害要因分析、CCP 設定や衛生管理の根拠となるデータの入

手及び情報の提供等の支援を行った。②HACCP プラン作成・見直しにおける科学的

知見の提供では、HACCP プランを作成するにあたり、管理基準設定等の根拠となる

食品ごとの加工条件等に係る知見を収集、必要であれば研究を行いデータを提供し

た。③HACCP に沿った衛生管理の制度化による効果の分析手法及び弾力的運用の検

討では、既に HACCPが導入されている諸外国における導入効果の分析・評価の状況

として、オーストラリアの食品小規模事業者における衛生管理の運用状況の調査、

分析を行い、小規模事業者への指導に活用できる情報をまとめた。また、④公共お

よび民間データの比較に基づく食品への異物混入被害状況の把握を行った。 

 本年度の研究は、カット野菜の一般生菌数、腸内細菌科菌群、芽胞形成菌等の汚

染実態調査と HACCPにおける衛生指標の考え方の考察、フローズンチルド管理にお

ける Listeria monocytogenes の増殖挙動、耐塩性細菌によるヒスタミン合成の制

御に関する基礎となる調査、国内の公共および民間データの比較に基づく食品への

異物混入被害状況の把握を行った。また、オーストラリアの食品小規模事業者にお
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ける衛生管理の運用状況の調査を行い、我が国における制度化において、弾力的に

運用すべき事項を検討した。 

 

 

研究分担者 

五十君静信 東京農業大学 教授 

窪田邦宏 国立医薬品食品衛生研究所 室長 

 

A. 研究目的 

 平成 30年公布された食品衛生法改正により、

食品を取扱う事業者に HACCPの導入が制度化さ

れた。本研究班は小規模事業者等が事業を継続

できるよう、事業者毎の手引書の作成やその見

直しに求められる科学的知見の収集、提供等を

行った。また、欧米各国の小規模食品事業者等

における HACCPの概念に沿った監視指導に関す

る運用・指導現場の運用実態およびその指導に

あたる職員の育成等に関する調査を実施し、日

本における現場での運用・指導および職員の育

成、監視指導内容の平準化等の参考とし、事業

者が活用可能な検証手法の提供、並びに HACCP

制度化による効果を分析・評価するための知見

を提供することを目的とした。 

各食品事業者が HACCPによる衛生管理の取り

組みを進める際に、食品に混入する異物の全体

像、健康被害の実態、健康被害が発生した異物

の材質、形状等を把握することがまず必要であ

り、それらの情報は危害要因分析の支援にもつ

ながる。異物混入に関する分担研究では、自治

体データと 2つの民間データの相互の比較を行

うことで、食品への異物混入の被害実態の把握

に関して、各集計システムの性質・特徴に起因

すると思われる相違や、集計システムの違いに

よらない類似性を明らかにすることを目的と

した。これらの情報は、今後、異物混入事例を

対象とした集計システムを構築する際の一助

となり、また、食品事業者への HACCP指導時に

参照可能な異物混入実態データとして活用す

ることが可能と考えられる。 

海外における食品業種ごとの HACCP制度の運

用状況を把握するため、オーストラリアにおけ

る HACCP制度の運用状況について調査、分析・

評価を行い、我が国における弾力的な運用につ

いて検討した。 

 

B. 研究方法 

 ①食品業種毎（食品製造業等）における手引

書作成・改定の支援では、食品衛生管理に関す

る技術検討会において、五十君は座長として参

加し、業界団体が手引書を作成するに当たり、

科学的な観点から助言を行った。危害要因分析、

衛生管理の根拠となるデータの入手（文献等）

及び提供、手引書案の作成及び取りまとめの支

援を行った。 

②HACCP プランの作成において求められる科

学的知見の収集では、食品等事業者や業界団体

が HACCPプランを作成するにあたり、管理基準

設定等の根拠となる科学的知見の提供を行っ

た。食品ごとの加工条件等に係る知見の収集並

びに整理を行った。 

 

②-a カット野菜等の一般生菌数や衛生指標菌、

芽胞形成菌などの実態調査と衛生指標の検討 

カット野菜等の芽胞形成菌については、「小

規模な農産物のカット・ペースト製造事業者に

おける HACCPの考え方を取り入れた衛生管理の

ための手引書」が公開されている。HACCP 検討

会では、芽胞形成菌のセレウス菌汚染並びにそ

の動態に関する情報がないとの指摘があり、当

該市販食品の芽胞形成菌、一般生菌数、衛生指

標菌の定量評価を行い、実態を明らかにした。

金沢と首都圏で購入したカット野菜について

外気温の高い時期（夏季）51検体と外気温の低

い時期（冬季）100 検体について、消費期限日

と消費期限 2日後の細菌の汚染実態を一般生菌

数、腸内細菌科菌群、芽胞形成菌について明ら

かにした。同手引書に求められているデータを

集積した。具体的な研究方法については分担研

究報告書を参照していただきたい。 

 

②-b：低温保存食品(フローズンチルド管理)の

Listeria monocytogenes の増殖挙動 

水産加工品等で行われている冷凍保存後、解

凍しチルドで管理するいわゆる“フロチル”管
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理による本菌の増殖性について検証を行った。

市販製品で汚染がみられることが多いスモー

クサーモンについて、フロチルでの菌数変動を

培地との比較により明らかにした。具体的な研

究方法については分担研究報告書を参照して

いただきたい。

②-c耐塩性細菌によるヒスタミン合成の検討

市販の魚のぬか漬けにおけるヒスタミン汚

染の実態調査では、前年度までの研究によりヒ

スタミンが高濃度に検出された“へしこ”を重

点的に調査した。市販の魚のぬか漬け（へしこ

と類似の製品）を購入し、ぬかと魚体に分け、

ヒスタミン濃度の測定と菌叢の解析を行った。

具体的な研究方法については分担研究報告書

を参照していただきたい。

③オーストラリアにおける HACCP制度の運用状

況について調査、分析・評価を行い、我が国に

おける弾力的な運用について検討した。

オーストラリア、ニューサウスウェールズ州

のニューサウスウェールズ州農林水産省、人口

の多い都市部であるシドニー市カウンシルお

よびパラメタ市カウンシル、人口の少ない地域

であるトゥイード・シャイア・カウンシル（マ

ーウィランバ市）を訪問し、それぞれの食品衛

生監視員と意見交換するととともに実際の監

視指導に同行し、小規模食品事業者等における

HACCP の概念に沿った監視指導の実際の運用・

指導現場の確認およびその指導にあたる職員

の育成や監視指導内容の平準化等に関する調

査を実施した。 

ニューサウスウェールズ州における食品衛

生監視に関する全体の説明、各カウンシル（地

方自治体）との連携、監視員の教育プログラム

等に関する情報を得た。 

実際の食品衛生監視指導に関しては、シドニ

ー市カウンシル、パラメタ市カウンシル、トゥ

イード・シャイア・カウンシル、マーウィラン

バ市で、レストラン等合計７件の小規模事業者

に対する監視指導および監査の状況を調査し

た。各カウンシルの通常監視業務の一環として

の小規模事業者に対する監視指導に同行し、実

際の監視指導の内容、HACCPの導入状況、HACCP

の考え方に基づく衛生管理の内容等を調査し

た。また担当者との議論から、NSW DPI の役割

や、HACCP の考え方に基づくリスクベースの監

視指導の実態、食中毒対応、食品衛生監視員の

教育等について調査を行った。 

④国内の異物混入に関するデータ収集および

解析

食品への異物混入の実態は、各自治体レベル

での報告はあるものの、全国の状況を明確に把

握できるような情報は少ない。自治体、イカリ

消毒、および日本生協連から提供されたデータ

は、それぞれ異なる集計システム（項目、分類、

集計方法）によるものであるため、当初、相互

の直接的なデータ比較は困難であった。本研究

では、日本生協連データを自治体もしくはイカ

リ消毒の異物・食品分類スキームを用いて分類

し直すことで、「公共 vs民間」および「民間 vs

民間」のデータ比較を行なった。具体的な研究

方法については分担研究報告書を参照してい

ただきたい。

C. 研究結果

①中小零細事業者を対象とした手引書作成の

支援では、業界団体が手引書案を作成するに当

たり、科学的な観点から、危害要因分析、衛生

管理の根拠となるデータの入手（文献等）及び

提供、対象となる事業所で実行性がある手引書

（案）の作成などについて、専門家としての助

言や作業の支援を行った。厚生労働省の「食品

衛生管理に関する技術検討会」で、五十君は座

長として参加し、手引書作成を支援した。作成

の完了した手引書は、厚生労働省の以下ホーム

ページに公開されている。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b

unya/0000179028_00003.html

②-a カット野菜等の一般生菌数や衛生指標菌、

芽胞形成菌などの実態調査と衛生指標の検討

カット野菜等の芽胞形成菌については、当該

市販食品について、外気温の高い時期（夏季）

51検体。外気温の低い時期（冬季）100検体に

ついて、芽胞形成菌、一般生菌数、腸内細菌科

菌群の定量評価を行い、消費期限日並びにその

3

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html


2 日後の定量結果から、細菌の実態を明らかに

した。一般生菌数については、消費期限日で腐

敗・変敗の目安とされる 106CFU/g が中央値で、

2 日後には中央値は 107CFU/g であった。芽胞菌

は検出される検体では、消費期限日で 103CFU/g

以下で、検出される検体と検出されない検体が

あった。 

②-b：低温保存食品(フローズンチルド管理)の

Listeria monocytogenes の増殖挙動

スモークサーモンでは、10℃で 5 日、4℃で

20 日後には、発症の目安となる 106CFU/g に到

達することが示された。また水産加工品等で行

われている冷凍保存後、解凍しチルドで管理す

るいわゆる“フロチル”管理による本菌の増殖

性について検証を行った。汚染率の高いスモー

クサーモンについて、チルド管理とフロチル管

理で接種菌の菌数変動を明らかにした。比較と

して、培地にて同様な菌数挙動を明らかにした。 

チルド管理では培地とスモークサーモンで

菌数挙動は大きく異なることはなかった。一方、

フロチル管理では、培地での菌数変動はチルド

に比べ明らかに遅延していたが、スモークサー

モンの菌数変化は新鮮菌をチルド管理した挙

動とあまり変わらず、菌数の上昇が培地での結

果より明らかに早く進むことが示された。

②-c耐塩性細菌によるヒスタミン合成の検討

市販の魚のぬか漬けにおけるヒスタミン汚

染の実態調査では、12 検体中 7 検体が魚醤の

codex 基準であるヒスタミン濃度 400 μg/g を

超える結果となった。基準値を超えた検体の内

訳はサバ 5検体、イワシ２検体であった。基準

値を超えた検体の割合は 58.3 %となり、市販の

魚のぬか漬けの半数以上がヒスタミン汚染さ

れていると考えられる。codex 基準値を超えた

検体の中で最も値が高かったのはサバを用い

て作られた検体で、700µg/g を超えるヒスタミ

ン濃度が検出された。

分離菌株の評価により、耐塩性乳酸菌

Tetragenococcus halophilusの関与が示された。

それ以外の分離菌株でも活性は低いもののヒ

スタミン合成が認められた。

②-d 国内の異物混入に関するデータ収集およ

び解析では、自治体および民間機関（イカリ消

毒、日本生協連）から提供された食品への異物

混入事例の相互比較解析から、異物混入被害に

関わる異なる集計システムの相違点・類似点が

把握できた。また本研究により、全国における

食品への異物混入被害実態を把握するために

は、複数の集計システムが必要であること、お

よび分類基準の統一もしくは再集計可能な分

類基準の追加が必要であることが再確認され

た。

③オーストラリアにおける HACCP制度の運用状

況について調査、分析・評価

オーストラリアでは食品規格基準の制定は

オーストラリア・ニュージーランド食品基準局

（FSANZ）、輸入検疫等は農業・漁業・森林資源

庁（旧オーストラリア検疫庁）といった国（連

邦）の機関が担当している。州内の食品衛生行

政については各州が責任を持ち、現場の実際の

食品衛生監視業務は州と契約した各カウンシ

ルが担当する。その監視結果や指導内容に関し

ては州としてニューサウスウェールズ州農林

水産省、ニューサウスウェールズ州食品担当機

関、ニューサウスウェールズ州保健機関が総括

している。食中毒アウトブレイクの調査は州が

行ない、それに当該施設を担当した各カウンシ

ル担当者が情報提供等で協力する形となる。ま

た州はリスク対策の行政施策の導入やその評

価、規格基準の導入、消費者および食品事業者

の教育も担当している。また各カウンシルの監

視員の指導内容に差がでないように、各カウン

シルでの監視指導結果の評価や定期的な監視

員研修等も州でおこなっている。監視員の研修

プログラム及び研修費は州が負担していた。職

位に応じた対面での研修を基本とするが、専用

教育サイトでも資料や動画を配信しており、対

面での受講ができない監視員も受講ができる

体制をとっていた。監視指導実態等については、

分担研究報告書に詳しく述べられているので、

確認していただきたい。

D. 考察

①食品業種毎における手引書作成・見直しの支
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援では、業界団体から提出された手引書の見直

し案について検討し、必要と思われる科学的デ

ータの入手及び情報の提供等の支援を行うこ

とができた。カット野菜等の芽胞形成菌につい

ては、「小規模な農産物のカット・ペースト製

造事業者における HACCPの考え方を取り入れた

衛生管理のための手引書」への情報提供と、そ

のまま食べる場合の目安となる指標の考え方

について更なる検討を行う必要がある。 

 

②-a カット野菜等の一般生菌数や衛生指標菌、

芽胞形成菌などの実態調査と衛生指標の検討 

気温の高い時期（夏季）の調査では、51検体

を購入して消費期限日及び消費期限日 2日後の

汚染指標菌の測定したところ消費期限日での

平均対数値は、一般生菌数で 7以上 8未満、 耐

熱性芽胞菌で 2以上 3未満、腸内細菌科菌群で

5 以上 6未満であった。 

今般の調査では一般生菌数、腸内細菌科菌群

においてかなり高い菌数であったが、検出され

た菌種のほとんどが植物の正常菌叢由来と思

われたこと、食中毒起因菌の含まれる耐熱性芽

胞菌の汚染率、菌数ともに低いことからカット

キャベツでの健康被害リスクは低いと考えら

れた。 

しかしながら消費期限 2日後では一般生菌数、

耐熱性芽胞菌、腸内細菌科菌群ともに消費期限

日から１オーダーレベルの増殖が確認された

こと、また検体によっては 108 CFU/g を超えて

きてしまうことからカット野菜類（キャベツ

等）は消費期限日内に喫食することが望まれた。

気温の低い時期（冬季調査）の考察 

冬季の調査では、夏季調査と同様な方法で一

般生菌数、腸内細菌科菌群、耐熱性芽胞菌を対

象に、市販品 100検体について調査した。全体

の傾向としては、夏季調査と同様な結果が見ら

れたが、一般生菌数、腸内細菌科菌群ともに、

菌数が１オーダー近く低い傾向が見られた。こ

れは、外気温が低いことに起因するものと思わ

れる。衛生指標としては腸内細菌科菌群を用い

るのは、夏季調査と同様な理由から難しいと思

われた。衛生指標として、耐熱性芽胞形成菌を

用いることの可能性はあると思われる。 

 

②-b：低温保存食品(フローズンチルド管理)の

Listeria monocytogenes の増殖挙動 

スモークサーモン等の低温保存食品等のリ

ステリアの制御については、フロチルの菌数挙

動の結果に関して培地での結果に比べてスモ

ークサーモン中での増殖性が高いデータも出

ていることから、今後食品種を増やしてマトリ

ックスについての検証を重ねる必要があると

思われる。 

 

②-c 耐塩性細菌によるヒスタミン合成の制御

の検討 

耐塩性細菌によるヒスタミン合成の制御に

関しては、耐塩性の乳酸菌の関与が示されたこ

とから、高塩濃度の発酵食品についてはヒスタ

ミンを危害要因とする必要があると思われる。

また、特にヒスタミンが高い濃度となるへしこ

については、その重要性を事業者に周知する必

要があると思われる。 

 

②-d 国内の異物混入に関するデータ収集およ

び解析 

自治体、イカリ消毒、および日本生協連から

提供されたデータは、それぞれ異なる集計シス

テム（項目、分類、集計方法）によるものであ

るため、当初、相互の直接的なデータ比較は困

難であった。本研究では、日本生協連データを

自治体もしくはイカリ消毒の異物・食品分類ス

キームを用いて分類し直すことで、「公共 vs民

間」および「民間 vs 民間」のデータ比較を可

能とし、これによりデータ間の相違や共通性を

見出すことができた。これにより全国での食品

への異物混入の実態の一部が把握できたと考

えられる。 

 

③オーストラリアにおける HACCP制度の運用状

況について調査、分析・評価 

オーストラリアの NSW州では食品事業者自身

の衛生管理を基本としており、監視指導は罰則

を適用して改善させるよりも、あくまでアドバ

イスを行い自主的に改善してもらうことに主

眼を置いていた。基本的な衛生管理に加えて温

度管理に重きを置き、監視指導においては食材

の温度管理に関することが重要となっていた。

監視に同行した各事業者も監視指導に協力的
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であった。監視結果は監視指導結果一般公開シ

ステム”Scores on Doors “により施設入口に

結果を掲示することが可能となり、消費者への

宣伝の一貫として事業者の衛生状態改善意識

の改善に役立っていた。また、食品取扱施設の

指導・処分内容一般公開サイト”Name and

shame”に名前が載らないようにするための改

善努力も見られた。

F. 健康危険情報

特になし

G. 研究発表

1. 論文発表

1) 五十君靜信。食中毒統計には表れないリス

テリア食中毒発生状況とその対策.フード

ケミカル 39 (6), 56-61, (2023)

2) Yoshika Momose, Yoshimasa Sasaki, Kenzo

Yonemitsu, Makoto Kuroda, Tetsuya Ikeda,

Masashi Uema, Yoko Furuya, Hajime

Toyofuku, Shizunobu Igimi, Tetsuo Asai.

Changes in the phenotypes of Salmonella

spp. in Japanese broiler flocks. Food

Safety. Published online 2024

3) 五十君靜信。リスク７リステリア。In 食の

安全の落とし穴。女子栄養大学出版部。印

刷中

4) 五十君靜信、江面早季子他。ナチュラルチ

ーズ中における Listeria monocytogenes 

の増殖に関わる因子の検討（投稿準備中）

2. 学会発表

1) 五十君靜信。食品安全委員会研究班による

細胞性食品のリスク評価の方向性検討。培

養食料研究会、2023年5月16日、オンライ

ン開催、第9回培養食料研究会

2) Kunihiro Kubota, Masaru Tamura,

Yoshinori Mizoguchi, Yuko Kumagai,

Masanori Imagawa, Sachie Nakaji, and

Hiroshi Amanuma.: Food

Contamination Incidences by Foreign

Materials (FMs) Reported in Japan,

2016-2019、（International Association

for Food Protection Annual meeting.

3) 五十君靜信。HACCP制度下の微生物検査

の考え方について。日本防菌防黴学会第50

回年次大会、2023年8月29日、千里ライフ

サイエンスセンター（大阪市）（特別公演）。 

4) 田村 克、佐藤邦裕、黒神英司、足立真由、

寺嶋 昭、田近五郎、村杉 潤、藤村 晶、

熊谷優子、溝口嘉範、天沼 宏、五十君靜

信、窪田邦宏. 食品への異物混入被害状況

の把握（民間データ：2015年1月～2019年3

月）. 第119回日本食品衛生学会学術講演

会（2023年10月12～13日、東京）

5) 五十君靜信。食品における食中毒起因細菌

制御の重要性。日本食品衛生学会シンポジ

ウム。ハイブリッド開催。2024.6.7

H. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他

なし
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「小規模事業者における HACCPの検証に資する研究」 

分担研究報告書 

カット野菜の芽胞形成菌等の汚染実態調査と衛生指標の考察

研究分担者 五十君 静信 （東京農業大学） 

研究協力者 楢木 真吾（東京農業大学） 

岡野 花梨、I HSUN HUANG、樫永 瞬平、戸田 政一 

（東京農業大学食品安全研究センター） 

金盛 幹昌(ホシザキ株式会社) 

高澤 秀行、矢野 俊博、高澤 慎太郎（株式会社高澤品質管理研究所） 

 公益社団法人日本食品衛生協会発行の「HACCP の考え方に基づく衛生管理のため

の手引書」（小規模な一般飲食店業者向け） グループ１「非加熱のもの（冷蔵品

を冷たいまま提供」の実態調査として市販カット野菜（今回は主にカットキャベツ）

の一般生菌数、汚染指標菌、耐熱性芽胞菌の汚染実態調査を行った。 

農産物は収穫時、流通時、家庭での保存環境等により衛生管理方法によっては食

中毒の原因となる可能性がある。近年では食品加工工場でカットしたカット野菜が

加熱用から非加熱用と多様な形態でスーパー、コンビニエンスストア、レストラン

チェーン店などに流通が拡大している。この様な状況下、非加熱状態で喫食する機

会が多いカット野菜の衛生管理は極めて重要と考える。

これらの状況から我々は市販されている生で食される食用のカット野菜（主にキ

ャベツ）中の一般生菌数、腸内細菌科菌群、耐熱性芽胞菌の汚染状況の調査を行い

衛生指標となる菌群の分離状況の実態調査を行なった。気温の高い時期の調査で検

査した 51 検体から分離された菌株については同定を試みた。気温の低い時期の調

査で検査した 100 検体については、耐熱性芽胞菌を中心に分離株の同定を行った。 

A. 研究目的

公益社団法人日本食品衛生協会発行の

「HACCP の考え方に基づく衛生管理のための手

引書」（小規模な一般飲食店業者向け） グル

ープ１「非加熱のもの（冷蔵品を冷たいまま提

供」の実態調査として市販カット野菜（今回は

カットキャベツ等）の一般生菌数、汚染指標菌、

耐熱性芽胞菌等の衛生指標となる菌群につい

て汚染実態調査を行い、消費量が多く、一般的

に生で喫食されるカット野菜の衛生指標をど

のように設定し管理していくかに関する知見

を得ることを目的とした。

B. 研究方法

スーパーやコンビニエンスストア等で市販

している袋入りのカット野菜を購入し、購入後、

検体を 10℃以下で保存し、消費期限日および消

費期限２日後の検体について、定法に従い、一

般生菌数、腸内細菌科菌群、芽胞形成菌を定量

的に測定した。測定は n=２で行いその平均値を

用いた。分離された菌株については、-80℃で

保存後、寒天平板培地でシングルクローンであ

るかの確認を行った後、菌種同定を行った。芽

胞形成菌については、平板上の集落を保管後、

80℃5 分の耐熱性試験を行った後、耐熱性株に

ついて同定を行った。分離菌株の同定は、

BRUKER社のMALDIバイオタイパーを用いて行っ

た。 

カット野菜の衛生指標に関する実態調査は 2

回に分けて行った。 

(1) 気温の高い時期として、令和 5 年 7 月～8

月にかけて横浜市内、北陸、関西地域で、市販
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のカット野菜 51 検体を購入し、購入後検体は

10℃以下で保管し、消費期限日および消費期限

２日後の一般生菌数、腸内細菌科菌群、芽胞形

成菌を定量的に検査した。分離株は保存した後、

寒天平板上の集落を用いて菌種同定を試みた。 

(2) 気温の低い時期として、令和 5 年 10 月下

旬～令和 6年 3月にかけて東京近郊地域で、市

販のカットキャベツ 100検体を購入、購入後検

体は前述の調査と同様に 10℃以下で保管し、消

費期限日および消費期限２日後の一般生菌数、

腸内細菌科菌群、芽胞形成菌を定量的に検査し

た。菌種の評価は 80℃5分処理後増殖の確認で

きた耐熱性芽胞形成菌株について同定を行っ

た。 

 用いた培地・試薬 

①検体希釈用：滅菌生理食塩水 

②一般生菌数算定用：標準寒天培地（島津ダ

イアグノスティクス） 

③腸内細菌科菌群数算定用：VRBG培地（OXOID） 

④耐熱性芽胞菌同定用：MYP 培地（疑いのある

ものは接種確認） 

菌数測定作業： 

（１）検体の前処理       

 カット野菜（主にキャベツ）25ｇと滅菌生理

食塩水 225ｍＬをストマッカーで処理し、１０

倍階段希釈液を作成した。 

（２）指標菌の定量 

① 一般生菌数の定量 

１０倍希釈から１０３・１０５希釈液を調

製し、それぞれの希釈検液を標準寒天培地で

混釈、または表面塗抹後、35±1℃で 48±2

時間培養後、菌数算定を行った。 

② 腸内細菌科菌群の定量 

１０倍希釈液から１０３・１０５希釈液を

調製し、それぞれの希釈検液を VRBG 培地で

混釈、または表面塗抹後、35±1℃で 24±2

時間培養後、菌数算定を行った。 

③ 耐熱性芽胞菌の定量 

前処理検体(カットキャベツ 25ｇと滅菌生

理食塩水 225ｍＬをストマッカーで混ぜ、１

０倍希釈液を 80℃・5分間の加熱処理を行な

った後、１０３・１０５希釈液を調製し、そ

れぞれの希釈検液を標準寒天培地で混釈、ま

たは表面塗抹後、35±1℃で 48±2 時間培養

する。 

培養後、コロニーの生育が認められた場合、

白金耳で釣菌し、これをＭＹＰ培地に画線塗

抹し、35±１℃ 24±2時間培養する。 

平板にコロニーの発育が認められた場合を

もって耐熱性芽胞菌と判定した。 

 

C. 研究結果 

 気温差のある時期の異なる 2 回の調査結果

について、それぞれの結果を示す。 

 

(1) 気温の高い時期（夏季調査） 

令和 5年 7月～8月にかけて横浜市内、北陸、

関西地域で購入した市販のカット野菜（主に

キャベツ）51検体の検査結果 

市販カット野菜製品における 51検体の消費

期限および消費期限２日後を対象とした一般

生菌数・腸内細菌科菌群及び耐熱性芽胞菌の

検出分布について表 1-1，1-2．及び図 1・図 2・

図 3 に示した。表 2は、n=2 で行った平均値を

一覧として示した。 

以下に指標となる菌群別の状況を示す。 

１）一般生菌数（図３a） 

一般生菌は全検体から検出され、消費期限

日でのグラム当たりの検出菌数の対数値は、4

以上～9未満、平均値は 7以上 8未満あった。 

51 検体のグラム当たりの検出菌数の対数値

は、6以上７未満 cfu/g (21 検体：41.2%)をピ

ークに 7以上 8未満が 9検体（17.6%)、8以上

９未満 cfu/g が 3検体（5.9%)であった（図４）。 

 同様に消費期限日2日後での検出菌数の対数

値は５以上～９未満、平均値は７以上 8 未満

あった。51 検体のグラム当たりの検出菌数の

対数値は、６以上 7 未満が 17 検体（33.3%)

をピークに７以上 8 未満が 26 検体（51.0%)、

8以上９未満が 6検体（11.8%)であった（図４）。 

２）腸内細菌科菌群（図３b） 

腸内細菌科菌群は全検体から検出され、消

費期限日での検出菌数の対数値は 3 以上～7

未満、平均値は 5 以上 6 未満であった。 51

検体のグラム当たりの検出菌数の対数値は、5

以上～６未満 (19 検体：37.3%)をピークに 6

以上～7未満(5検体：9.8%)であった。（図５） 

  消費期限日 2 日後の検出菌数の対数値は 2

以上～8未満、平均値は６以上 7未満であった。
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51 検体のグラム当たりの検出菌数の対数値は、

5以上 6未満(19検体：37.3%)をピークに 6以

上 7 未満(17 検体：33.3%)、７以上 8 未満 (8

検体：15.7%)であった（図５）。   

３）耐熱性芽胞菌数（図３c） 

耐熱性芽胞菌は消費期限日で計 22検体、消

費期限日 2日後では計 32検体から検出された。 

 消費期限日での検出菌数の対数値は ND～

4未満、平均値は 2以上 3未満あった。 22 検

体のグラム当たりの検出菌数の対数値は、１

以上 2 未満が 11 検体（21.6%)、2 以上 3 未満

が 9検体（17.6%)、3以上 4未満が 2検体（3.9%)

であった（図６）。 

  同様に消費期限日 2 日後での検出菌数の対

数値は ND～4 未満、平均値は 2 以上 3 未満で

あった。 

32 検体のグラム当たりの検出菌数の対数値

は、1 以上 2 未満 13 検体（25.5%)、2 以上 3

未満が 12 検体（23.5%)、3 以上 4 未満が ７

検体（13.7%)であった（図６）。 

４）施設ロット間での比較（表 3,図 7 ） 

 同一製造施設（Ａ施設 3 ロット／Ｂ施設 3

ロット／Ｃ施設 5 ロット）での複数ロットに

おける汚染指標菌の菌数を表 3 及び図 7 に示

す。 

・ 一般生菌の分布 

 消費期限日での一般生菌数の対数値は各々、

A施設で、グラム当たりの検出菌数の対数値は、

5 以上～7 未満、B 施設で５以上～８未満 、C

施設で５以上～７未満あった。 

 消費期限日 2 日後では、グラム当たりの検

出菌数の対数値は、A施設で 6以上～8未満 、

B 施設で 6 以上～8 未満、C 施設で 6 以上～8

未満であり、消費期限日で B 施設の汚染菌数

及びロット差が大きかった。 

・耐熱性芽胞菌の分布 

 消費期限日での耐熱性芽胞菌数の対数値は

各々、A施設で ND～2未満、B施設で ND～3未

満、C施設で ND～2未満であった。 

 消費期限日 2 日後では、グラム当たりの検

出菌数の対数値は、A施設で 3未満、B施設で

1 以上～3未満、C 施設で 4 未満であり C施設

のロット差が大きかった。 

・腸内細菌科菌群の分布 

消費期限での腸内細菌科群菌数の対数値は

各々、A 施設で 4 以上、5 未満、B施設で 4以

上～7、 C施設で 4以上～6未満であった。 

 消費期限日 2 日後では A 施設で 5 以上、6

未満、B 施設で 5 以上～8 未満、C施設で 5以

上～7未満であり、B施設の汚染菌数及びロッ

ト差が大きかった。 

 

(2)気温の低い時期（冬季調査） 

令和 5年 10月下旬～令和 6年 3月にかけて

東京近郊地域で購入した市販のカット野菜

100 検体の検査結果 

１）一般生菌数（図８、１０） 

一般生菌は全検体から検出され、消費期限

日での検出菌数の対数値は 2 以上～8 程度で

あった。１検体は接種時トラブルのため計測

不能。消費期限 2日後の検出菌数の対数値は 3

以上～9 未満あった。消費期限と消費期限 2

日後では、どの検体も 2日間の保管中に約 10

倍高い菌数を示す傾向にあった。100 検体の分

布状況は、50 検体ごと分けて２枚の図に示し

た（図８）。 

冬季調査の一般生菌数の消費期限日と消費

期限 2 日後の菌数分布を図１０に示した。消

費期限日の一般生菌数の平均値は、105 と 106  

CFU/g の間にある。107 cfu/g を示すものや、

少ないながらも 108 cfu/g を示すものもある。

消費期限 2日後の一般生菌数の平均値は、106 

CFU/g あった。107 cfu/g を示す割合も高く、

108 cfu/g を示すものもかなりある（図１０）。 

２）腸内細菌科菌群（図９、１１） 

腸内細菌科菌群はほぼ全検体から検出され

（一部計数不能）、消費期限日での検出菌数の

対数値は 1以上～7あった（図９）。 

  消費期限日 2 日後の検出菌数の対数値は 2

～8 であった（図９）。 

 冬季調査の腸内細菌科菌群の消費期限日と

消費期限 2日後の菌数分布を図１１に示した。

消費期限日の腸内細菌科菌群数の平均値は、

約 105 cfu/gである。107 cfu/g を示すものも

ある。消費期限 2 日後の腸内細菌科菌数の平

均値は、105 と 106  CFU/g の間にある。107 
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cfu/g を示す割合も高く、108 cfu/g を示す検

体もある（図１１）。  

 

３）分離菌株の菌種同定 

 夏季調査時に分離した菌株を同定した結果

を、図１2 に示す。属名で示したように、

Pseudomonas、Pontoae が多くの検体から分離さ

れており、次いで、Lelliottia、Raoultella、

Lactococcus といった属菌が分離されていた。

食中毒起因菌は、Bacillus 属菌で可能性がある

が、ほとんどが植物の常在菌であると思われる。

腸内細菌科菌群の培地にも増殖する菌が多い。 

 冬季調査時の耐熱性芽胞菌について菌株の

同定を行った結果を図１３，１４に示した。消

費期限日、消費期限日 2 日後から分離された、

耐熱性芽胞菌の割合は、それぞれ 10％、5％と

いずれも 10％以下であった。検討した株のうち

6 株が、Bacillus属で、食中毒の原因となる菌

種である、B. cereus が含まれる Bacillus 属グ

ループは、151検体中 3検体から検出された。 

 

D. 考察 

(1) 気温の高い時期（夏季調査）の考察。 

HACCP 制度化が施工されて 1 年以上経過し

た現在、非加熱状態で喫食する機会の多いカ

ット野菜は製造工程における衛生管理および

製造ラインの菌処理が徹底されているものと

思われる。 

今般、市販カットキャベツの購入地域を固

定せずアトランダムに 51検体を購入して消費

期限日及び消費期限日 2 日後の汚染指標菌の

測定したところ消費期限日での平均対数値は、

一般生菌数でグラム当たりの検出菌数の対数

値は、7以上 8未満、耐熱性芽胞菌で 2以上 3

未満、腸内細菌科菌群で 5 以上 6 未満であっ

た。 

今般の調査では一般生菌数、腸内細菌科菌

群において比較的高い菌数であったが、検出

された菌種のほとんどが植物の正常菌叢由来

と思われたこと、食中毒起因菌の含まれる耐

熱性芽胞菌の汚染率が低いことからカットキ

ャベツでの健康被害リスクは低いと考えられ

た。 

しかしながら消費期限 2 日後では一般生菌

数、耐熱性芽胞菌、腸内細菌科菌群ともに消

費期限日から１オーダーレベルの菌増殖が確

認されたこと、また検体によっては 108 CFU/g

を超えてきてしまうことからカット野菜類

（キャベツ等）は消費期限日内に喫食するこ

とが望まれた。 

同一製造施設（A 施設.B 施設.C 施設）での

ロット間差を測定した結果、全ての汚染指標

菌で B 施設においてロット間差が大きく測定

された。 

特にロット差が大きい製品の場合、その製

品の製造環境や加工に使用される器具・機器

などの洗浄及び消毒、あるいは販売までの温

度管理が十分に管理されていないことが示唆

されるため衛生管理の再考が必要と考える。 

一般生菌数と腸内細菌科菌群数が、大きく

違わない結果が得られていることに関しては、

今回の調査で分離された主な菌種は植物の正

常菌叢を形成している菌種と思われ、食中毒

の原因とならないと思われる。衛生指標とし

ての腸内細菌科菌群が使えるかについては、

植物の主な菌叢が腸内細菌科菌群の選択培地

であるVRBG培地に増殖してしまうことから衛

生指標としては採用できない。 

 

(2) 気温の低い時期（冬季調査）の考察 

冬季の調査では、夏季調査と同様な方法で一

般生菌数、腸内細菌科菌群、耐熱性芽胞菌を対

象に、市販品 100 検体について調査した。全体

の傾向としては、夏季調査と同様な結果が見ら

れたが、一般生菌数、腸内細菌科菌群ともに、

菌数が１オーダー近く低い傾向が見られた。こ

れは、外気温が低いことに起因するものと思わ

れる。衛生指標としては腸内細菌科菌群を用い

るのは、夏季調査と同様な理由から難しいと思

われた。衛生指標として、耐熱性芽胞形成菌を

用いることの可能性はあると思われる。 

耐熱性芽胞形成菌としては、菌種の同定結果

から、耐熱性のみを指標とすると、消費期限日

で 10%、消費期限 2日後で 5%が該当した。菌種

の同定まで行うと確実であるが、属レベルでも

半数は以上が健康障害との直接な関係がない

ため、あまり妥当とは言えないものと思われる。

むしろ、B. cereus を簡便に検出することがで

きれば、確実であると思われるが、今回の調査

結果では菌数は低くおそらく健康障害に至る

には問題ないレベルに収まっているため、衛生

指標の設定は現実的ではない。 

 

今般の実態調査で一般菌数や腸内細菌科菌
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群の菌数は高いが、カットキャベツは消費期

限内に喫食することことで健康被害が発生す

る可能性は低いものと思われる。消費期限後 2

日で、菌数はさらに 10倍程度は増えてしまい、

一部は菌数が108 CFU/gを超えてしまうことか

ら、腐敗・変敗の観点から、消費期限以降に

ついては勧めることはできない。 

夏季と冬季の調査結果から、夏季には菌数

が高めに推移するため、低温管理の徹底が求

められる。消費期限後 10℃保存 2 日で、菌数

は 10 倍程度増え、108 CFU/g を超えるものも

出てくることから、商品としての価値は急速

に低下するものと思われる。 

E. 結論

市販のカット野菜を夏季と冬季合計 150検体

について、消費期限日と消費期限後 2日目の衛

生指標の菌数レベルについて評価を行った。 

市販のカット野菜では、消費期限ないにおい

ても 106 CFU/g 程度の菌が検出される。ヒトに

健康障害を与える菌種はみられず、腸内細菌科

菌群の培地にも生育する植物の菌叢由来の菌

であったことから、細菌学的に衛生指標とする

菌群の設定は困難であると思われた。夏季と冬

季の調査結果から、夏季には菌数が高めに推移

するため、低温管理の徹底が求められる。消費

期限後 10℃保存 2日で、菌数は 10倍程度増え、

108 CFU/g を超えるものも出てくることから、

商品としての価値は急速に低下するものと思

われる。 

F. 健康危険情報

なし

G. 研究発表

1. 論文発表

なし

2.学会発表

なし

H. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 
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製造日 消費期限 検査日 AVE AVE AVE

23.0702 23.07.25 23.07.25 1.22E+06 1.34E+06 1.28E+06 1.00E+01 1.00E+01 1.00E+01 1.22E+04 1.07E+04 1.14E+04

23.07.27 6.00E+06 6.20E+06 6.10E+06 1.09E+03 1.15E+03 1.12E+03 1.24E+05 1.42E+05 1.33E+05

23.07.27 23.07.31 23.07.31 2.30E+04 2.30E+04 2.30E+04 3.00E+01 1.00E+01 2.00E+01 2.20E+04 2.30E+04 2.25E+04

23.08.02 5.80E+06 5.30E+06 5.55E+06 0.00E+00 3.00E+01 1.50E+01 1.00E+05 1.06E+05 1.03E+05

23.07.27 23.07.31 23.07.31 2.30E+06 2.20E+06 2.25E+06 1.10E+02 1.80E+02 1.45E+02 2.30E+06 2.20E+06 2.25E+06

23.08.02 1.40E+08 1.32E+07 7.66E+07 1.06E+03 8.30E+02 9.45E+02 5.08E+07 4.68E+07 4.88E+07

23.07.27 23.07.31 23.07.31 4.80E+04 3.70E+04 4.25E+04 1.00E+01 0.00E+00 5.00E+00 4.80E+04 3.70E+04 4.25E+04

23.08.02 1.42E+07 1.50E+07 1.46E+07 1.00E+01 1.00E+01 1.00E+01 2.60E+06 2.30E+06 2.45E+06

23.07.28 23.07.31 23.07.31 1.17E+05 1.14E+05 1.16E+05 1.40E+02 2.10E+02 1.75E+02 1.17E+05 1.14E+05 1.16E+05

23.08.02 3.20E+07 3.36E+07 3.28E+07 1.80E+02 1.90E+02 1.85E+02 1.60E+06 1.10E+06 1.35E+06

23.07.29 23.08.01 23.08.01 1.14E+06 1.14E+06 1.14E+06 4.00E+01 8.00E+01 6.00E+01 1.10E+05 1.62E+05 1.36E+05

23.08.03 1.24E+07 1.35E+07 1.30E+07 1.20E+02 1.00E+02 1.10E+02 8.16E+05 8.24E+05 8.20E+05

23.07.29 23.08.01 23.08.01 1.52E+07 1.69E+07 1.61E+07 5.20E+02 5.40E+02 5.30E+02 2.20E+05 2.18E+05 2.19E+05

23.08.03 1.54E+07 1.64E+07 1.59E+07 8.00E+03 6.00E+03 7.00E+03 5.20E+05 4.52E+05 4.86E+05

23.08.24 23.08.27 23.08.27 2.30E+06 5.20E+06 3.75E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.41E+05 3.35E+05 3.38E+05

23.08.29 2.32E+07 2.17E+07 2.25E+07 4.00E+00 3.00E+00 3.50E+00 8.70E+06 9.80E+06 9.25E+06

23.08.24 23.08.27 23.08.27 5.80E+04 5.20E+04 5.50E+04 0.00E+00 1.00E+01 5.00E+00 3.14E+03 2.87E+03 3.01E+03

23.08.29 1.38E+07 1.24E+07 1.31E+07 4.00E+00 3.00E+00 3.50E+00 3.90E+04 5.50E+06 2.77E+06

23.08.24 23.08.28 23.08.28 5.64E+05 6.26E+05 5.95E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.60E+04 3.00E+04 3.30E+04

23.08.30 7.40E+05 8.12E+05 7.76E+05 1.30E+02 8.00E+01 1.05E+02 7.40E+05 8.12E+05 7.76E+05

23.08.23 23.08.28 23.08.28 5.90E+06 7.00E+06 6.45E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E+05 9.00E+04 9.50E+04

23.08.30 1.40E+07 1.80E+07 1.60E+07 6.20E+02 5.80E+02 6.00E+02 1.40E+06 1.80E+06 1.60E+06

23.08.26 23.08.29 23.08.29 2.84E+07 2.98E+07 2.91E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.42E+05 3.15E+05 2.79E+05

23.08.31 1.05E+08 9.64E+07 1.01E+08 7.00E+01 4.00E+01 5.50E+01 8.80E+06 9.90E+06 9.35E+06

23.08.25 23.08.29 23.08.29 1.60E+06 4.40E+06 3.00E+06 1.00E+01 0.00E+00 5.00E+00 3.72E+05 3.60E+05 3.66E+05

23.08.31 2.09E+07 1.97E+07 2.03E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.50E+06 3.50E+06 3.50E+06

23.08.25 23.08.29 23.08.29 2.10E+05 2.07E+05 2.09E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 6.00E+04 5.10E+04 5.55E+04

23.08.31 2.48E+07 2.41E+07 2.45E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 8.10E+06 1.33E+07 1.07E+07

23.08.24 23.08.29 23.08.29 1.20E+06 1.50E+06 1.35E+06 7.80E+02 4.00E+02 5.90E+02 3.25E+05 3.96E+05 3.61E+05

23.08.31 1.34E+07 1.31E+07 1.33E+07 2.00E+01 0.00E+00 1.00E+01 7.90E+06 4.80E+06 6.35E+06

23.08.25 23.08.29 23.08.29 8.44E+07 8.40E+07 8.42E+07 2.16E+03 3.32E+03 2.74E+03 1.08E+05 3.01E+05 2.05E+05

23.08.31 3.26E+08 3.21E+08 3.23E+08 1.10E+02 5.26E+03 2.69E+03 1.21E+07 1.29E+07 1.25E+07

23.08.26 23.08.29 23.08.29 8.40E+05 7.80E+05 8.10E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E+04 1.50E+04 1.25E+04

23.08.31 1.95E+07 1.74E+07 1.85E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 4.32E+05 4.96E+05 4.64E+05

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.02E+06 1.06E+06 1.04E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 4.90E+04 9.50E+04 7.20E+04

23.08.31 5.10E+06 4.80E+06 4.95E+06 1.00E+01 0.00E+00 5.00E+00 8.12E+05 7.30E+05 7.71E+05

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.14E+08 1.04E+08 1.09E+08 5.28E+03 5.36E+03 5.32E+03 2.10E+06 1.80E+06 1.95E+06

23.08.31 3.38E+08 3.26E+07 1.85E+08 5.44E+03 5.08E+03 5.26E+03 9.10E+06 1.04E+07 9.75E+06

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.38E+08 1.30E+08 1.34E+08 8.00E+01 6.00E+01 7.00E+01 5.24E+05 6.04E+05 5.64E+05

23.08.31 5.10E+08 5.15E+08 5.13E+08 2.00E+01 1.30E+02 7.50E+01 6.10E+06 5.70E+06 5.90E+06

23.08.26 23.08.29 23.08.29 8.48E+05 8.88E+05 8.68E+05 0.00E+00 1.00E+01 5.00E+00 1.76E+04 1.87E+04 1.82E+04

23.08.31 5.10E+06 6.50E+06 5.80E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.05E+05 2.25E+05 2.15E+05

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.26E+07 1.32E+07 1.29E+07 4.00E+01 2.30E+02 1.35E+02 1.50E+06 2.60E+06 2.05E+06

23.08.31 5.76E+07 6.32E+07 6.04E+07 1.10E+02 9.00E+01 1.00E+02 2.16E+07 2.28E+07 2.22E+07

23.08.25 23.08.29 23.08.29 2.80E+04 4.80E+04 3.80E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.00E+03 8.00E+03 5.00E+03

23.08.31 1.51E+06 1.71E+06 1.61E+06 2.00E+01 0.00E+00 1.00E+01 2.49E+05 2.62E+05 2.56E+05

23.08.25 23.08.30 23.08.30 1.10E+06 1.40E+06 1.25E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.69E+05 1.73E+05 1.71E+05

23.09.01 1.14E+07 1.13E+07 1.14E+07 3.00E+01 2.00E+01 2.50E+01 6.10E+06 3.20E+06 4.65E+06

23.08.25 23.08.30 23.08.30 6.90E+06 8.00E+06 7.45E+06 2.00E+01 0.00E+00 1.00E+01 5.40E+05 5.08E+05 5.24E+05

23.09.01 2.38E+07 2.23E+07 2.31E+07 5.00E+01 0.00E+00 2.50E+01 5.10E+06 3.50E+06 4.30E+06

23.08.26 23.08.30 23.08.30 2.48E+05 2.78E+05 2.63E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.23E+05 2.41E+05 2.32E+05

23.09.01 2.50E+06 2.60E+06 2.55E+06 1.00E+02 2.80E+02 1.90E+02 1.27E+06 1.19E+06 1.23E+06

23.08.26 23.08.30 23.08.30 2.30E+06 2.00E+06 2.15E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 8.20E+03 7.80E+03 8.00E+03

23.09.01 5.90E+06 5.30E+06 5.60E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.00E+04 5.20E+04 3.60E+04

7

　　　　　　　　　　　　消費期限及び消費期限2日後の菌数      表１－１

一般菌数 耐熱菌数 腸内細菌科　　　菌数

1

2

3

4

5

6

19

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

20

21

22

23

24

25

26

27

12



23.08.26 23.08.30 23.08.30 1.81E+07 1.69E+07 1.75E+07 3.00E+01 0.00E+00 1.50E+01 5.68E+03 5.76E+03 5.72E+03

23.09.01 3.48E+07 4.10E+07 3.79E+07 1.50E+02 3.00E+01 9.00E+01 8.20E+02 7.10E+02 7.65E+02

？ 23.08.30 23.08.30 3.18E+07 3.44E+07 3.31E+07 7.40E+02 5.20E+02 6.30E+02 5.20E+04 4.40E+04 4.80E+04

23.09.01 6.21E+07 6.12E+07 6.17E+07 5.00E+01 0.00E+00 2.50E+01 8.48E+03 7.88E+03 8.18E+03

23.08.26 23.08.30 23.08.30 1.01E+07 9.70E+06 9.90E+06 8.00E+01 7.00E+01 7.50E+01 2.00E+06 2.70E+06 2.35E+06

23.09.01 3.20E+07 3.36E+07 3.28E+07 7.00E+01 7.00E+01 7.00E+01 1.05E+07 1.52E+07 1.29E+07

23.08.26 23.08.30 23.08.30 3.45E+05 3.90E+05 3.68E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.12E+04 1.02E+04 1.07E+04

23.09.01 3.50E+06 1.80E+06 2.65E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.07E+05 2.19E+05 2.13E+05

23.08.26 23.08.31 23.08.31 2.29E+06 2.61E+06 2.45E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.40E+05 3.73E+05 3.57E+05

23.09.02 9.80E+06 9.90E+06 9.85E+06 1.82E+03 1.57E+03 1.70E+03 4.06E+05 4.48E+05 4.27E+05

23.09.02 23.09.06 23.09.06 2.02E+06 1.94E+06 1.98E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 6.10E+04 4.50E+04 5.30E+04

23.09.08 1.56E+07 1.26E+07 1.41E+07 6.00E+01 1.50E+02 1.05E+02 3.53E+05 3.55E+05 3.54E+05

23.09.02 23.09.07 23.09.07 2.40E+06 2.40E+06 2.40E+06 3.00E+01 5.00E+01 4.00E+01 1.86E+05 1.96E+05 1.91E+05

23.09.09 1.25E+07 1.15E+07 1.20E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.79E+06 2.02E+06 1.90E+06

23.09.05 23.09.08 23.09.08. 1.81E+06 1.26E+06 1.54E+06 0.00E+00 2.00E+01 1.00E+01 4.60E+04 3.60E+04 4.10E+04

23.09.10 1.12E+07 1.37E+07 1.25E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.30E+06 2.39E+06 2.35E+06

23.09.04 23.09.08 23.09.08. 1.12E+06 1.39E+06 1.26E+06 6.00E+01 9.00E+01 7.50E+01 1.10E+04 1.00E+04 1.05E+04

23.09.10 8.10E+06 7.80E+06 7.95E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.20E+05 1.66E+05 1.43E+05

23.09.04 23.09.08 23.09.08. 1.53E+06 1.54E+06 1.53E+06 0.00E+00 1.00E+01 5.00E+00 2.53E+03 2.27E+03 2.40E+03

23.09.10 1.42E+06 1.21E+06 1.32E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.00E+03 0.00E+00 5.00E+02

23.09.05 23.09.09 23.09.09 9.80E+06 8.10E+06 8.95E+06 5.00E+01 1.00E+01 3.00E+01 4.10E+04 4.20E+04 4.15E+04

23.09.11 1.09E+07 1.03E+07 1.06E+07 2.00E+01 3.00E+01 2.50E+01 6.00E+02 3.70E+02 4.85E+02

23.09.05 23.09.09 23.09.09 4.60E+06 4.70E+06 4.65E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.34E+05 2.40E+05 2.37E+05

23.09.11 1.52E+07 1.63E+07 1.58E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 8.20E+05 1.04E+06 9.32E+05

23.09.05 23.09.09 23.09.09 2.17E+08 2.00E+08 2.08E+08 1.30E+02 1.60E+02 1.45E+02 5.00E+06 4.90E+06 4.95E+06

23.09.11 1.86E+08 1.85E+08 1.85E+08 8.56E+03 7.84E+03 8.20E+03 5.60E+07 6.00E+07 5.80E+07

23.09.06 23.09.09 23.09.09 8.08E+05 7.68E+05 7.88E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.70E+04 3.20E+04 2.95E+04

23.09.11 1.60E+07 1.38E+07 1.49E+07 1.40E+02 2.00E+02 1.70E+02 9.12E+05 8.96E+05 9.04E+05

23.09.06 23.09.09 23.09.09 8.16E+07 7.84E+07 8.00E+07 2.20E+02 2.70E+02 2.45E+02 5.80E+05 7.36E+05 6.58E+05

23.09.11 9.84E+07 8.64E+07 9.24E+07 3.60E+02 4.10E+02 3.85E+02 1.59E+07 1.57E+07 1.58E+07

23.09.06 23.09.09 23.09.09 7.36E+07 7.80E+07 7.58E+07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 6.16E+05 6.56E+05 6.36E+05

23.09.11 2.69E+08 2.77E+08 2.73E+08 1.11E+03 1.01E+03 1.06E+03 1.48E+07 1.90E+07 1.69E+07

23.09.05 23.09.10 23.09.10 5.60E+06 7.00E+06 6.30E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 5.30E+05 7.10E+05 6.20E+05

23.09.12 7.80E+06 7.30E+06 7.55E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.10E+06 3.50E+06 3.30E+06

23.09.05 23.09.10 23.09.10 2.60E+05 2.62E+05 2.61E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 4.54E+03 6.12E+03 5.33E+03

23.09.12 2.70E+06 2.20E+06 2.45E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.64E+05 2.88E+05 2.76E+05

23.09.06 23.09.10 23.09.10 2.90E+04 2.90E+04 2.90E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.22E+03 1.08E+03 1.65E+03

23.09.12 5.32E+05 5.64E+05 5.48E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.60E+04 2.50E+04 2.55E+04

23.09.06 23.09.10 23.09.10 2.11E+05 2.15E+05 2.13E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 4.10E+03 4.04E+03 4.07E+03

23.09.12 1.34E+06 1.26E+06 1.30E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.90E+04 3.40E+04 3.15E+04

23.09.05 23.09.10 23.09.10 1.02E+06 8.42E+05 9.33E+05 1.00E+01 0.00E+00 5.00E+00 4.50E+04 7.00E+04 5.75E+04

23.09.12 5.50E+06 4.90E+06 5.20E+06 1.00E+01 0.00E+00 5.00E+00 1.43E+05 1.46E+05 1.45E+05

23.09.07 23.09.11 23.09.11 1.92E+07 1.82E+07 1.87E+07 2.70E+02 2.90E+02 2.80E+02 8.52E+05 9.16E+05 8.84E+05

23.09.13 5.20E+07 5.40E+07 5.30E+07 3.80E+02 3.30E+02 3.55E+02 8.96E+05 1.10E+06 1.00E+06

23.09.09 23.09.12 23.09.12 3.96E+05 4.04E+05 4.00E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 6.30E+04 7.00E+04 6.65E+04

23.09.14 7.30E+06 6.50E+06 6.90E+06 1.60E+02 1.10E+02 1.35E+02 4.96E+05 5.28E+05 5.12E+05

23.09.09 23.09.12 23.09.12 8.88E+05 7.92E+05 8.40E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 7.40E+04 6.50E+04 6.95E+04

23.09.14 7.90E+06 6.60E+06 7.25E+06 2.00E+01 2.00E+01 2.00E+01 1.45E+06 1.32E+05 7.92E+05
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図１．夏季調査：カット野菜の消費期限日の菌数（51 検体） 

  一般生菌数、芽胞菌数、腸内細菌科菌群数 

 

 

図２．夏季調査：カット野菜の消費期限２日後の菌数（51 検体） 

 一般生菌数、芽胞菌数、腸内細菌科菌群数 
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　　表　２

検査日
一般生菌

cfu/g
耐熱菌cfu/g

腸内細菌科

cfu/g
検査日

一般生菌

cfu/g

耐熱菌

cfu/g

腸内細菌科

cfu/g

1 23.07.25 1.3E+06 1.0E+01 1.1E+04 1 23.07.27 6.1E+06 1.1E+03 1.3E+05

2 23.07.31 2.3E+04 2.0E+01 2.3E+04 2 23.08.02 5.6E+06 1.5E+01 1.0E+05

3 23.07.31 2.3E+06 1.5E+02 2.3E+06 3 23.08.02 7.7E+07 9.5E+02 4.9E+07

4 23.07.31 4.3E+04 5.0E+00 4.3E+04 4 23.08.02 1.5E+07 1.0E+01 2.5E+06

5 23.07.31 1.2E+05 1.8E+02 1.2E+05 5 23.08.02 3.3E+07 1.9E+02 1.4E+06

6 23.08.01 1.1E+06 6.0E+01 1.4E+05 6 23.08.03 1.3E+07 1.1E+02 8.2E+05

7 23.08.01 1.6E+07 5.3E+02 2.2E+05 7 23.08.03 1.6E+07 7.0E+03 4.9E+05

8 23.08.27 3.8E+06 0.0E+00 3.4E+05 8 23.08.29 2.2E+07 3.5E+00 9.3E+06

9 23.08.27 5.5E+04 5.0E+00 3.0E+03 9 23.08.29 1.3E+07 3.5E+00 2.8E+06

10 23.08.28 6.0E+05 0.0E+00 3.3E+04 10 23.08.30 7.8E+05 1.1E+02 7.8E+05

11 23.08.28 6.5E+06 0.0E+00 9.5E+04 11 23.08.30 1.6E+07 6.0E+02 1.6E+06

12 23.08.29 2.9E+07 0.0E+00 2.8E+05 12 23.08.31 1.0E+08 5.5E+01 9.4E+06

13 23.08.29 3.0E+06 5.0E+00 3.7E+05 13 23.08.31 2.0E+07 0.0E+00 3.5E+06

14 23.08.29 2.1E+05 0.0E+00 5.6E+04 14 23.08.31 2.4E+07 0.0E+00 1.1E+07

15 23.08.29 1.4E+06 5.9E+02 3.6E+05 15 23.08.31 1.3E+07 1.0E+01 6.4E+06

16 23.08.29 8.4E+07 2.7E+03 2.0E+05 16 23.08.31 3.2E+08 2.7E+03 1.3E+07

17 23.08.29 8.1E+05 0.0E+00 1.3E+04 17 23.08.31 1.8E+07 0.0E+00 4.6E+05

18 23.08.29 1.0E+06 0.0E+00 7.2E+04 18 23.08.31 5.0E+06 5.0E+00 7.7E+05

19 23.08.29 1.1E+08 5.3E+03 2.0E+06 19 23.08.31 1.9E+08 5.3E+03 9.8E+06

20 23.08.29 1.3E+08 7.0E+01 5.6E+05 20 23.08.31 5.1E+08 7.5E+01 5.9E+06

21 23.08.29 8.7E+05 5.0E+00 1.8E+04 21 23.08.31 5.8E+06 0.0E+00 2.2E+05

22 23.08.29 1.3E+07 1.4E+02 2.1E+06 22 23.08.31 6.0E+07 1.0E+02 2.2E+07

23 23.08.29 3.8E+04 0.0E+00 5.0E+03 23 23.08.31 1.6E+06 1.0E+01 2.6E+05

24 23.08.30 1.3E+06 0.0E+00 1.7E+05 24 23.09.01 1.1E+07 2.5E+01 4.7E+06

25 23.08.30 7.5E+06 1.0E+01 5.2E+05 25 23.09.01 2.3E+07 2.5E+01 4.3E+06

26 23.08.30 2.6E+05 0.0E+00 2.3E+05 26 23.09.01 2.6E+06 1.9E+02 1.2E+06

27 23.08.30 2.2E+06 0.0E+00 8.0E+03 27 23.09.01 5.6E+06 0.0E+00 3.6E+04

28 23.08.30 1.8E+07 1.5E+01 5.7E+03 28 23.09.01 3.8E+07 9.0E+01 7.7E+02

29 23.08.30 3.3E+07 6.3E+02 4.8E+04 29 23.09.01 6.2E+07 2.5E+01 8.2E+03

30 23.08.30 9.9E+06 7.5E+01 2.4E+06 30 23.09.01 3.3E+07 7.0E+01 1.3E+07

31 23.08.30 3.7E+05 0.0E+00 1.1E+04 31 23.09.01 2.7E+06 0.0E+00 2.1E+05

32 23.08.31 2.4E+06 0.0E+00 3.6E+05 32 23.09.02 9.9E+06 1.7E+03 4.3E+05

33 23.09.06 2.0E+06 0.0E+00 5.3E+04 33 23.09.08 1.4E+07 1.1E+02 3.5E+05

34 23.09.07 2.4E+06 4.0E+01 1.9E+05 34 23.09.09 1.2E+07 0.0E+00 1.9E+06

35 23.09.08. 1.5E+06 1.0E+01 4.1E+04 35 23.09.10 1.2E+07 0.0E+00 2.3E+06

36 23.09.08. 1.3E+06 7.5E+01 1.1E+04 36 23.09.10 8.0E+06 0.0E+00 1.4E+05

37 23.09.08. 1.5E+06 5.0E+00 2.4E+03 37 23.09.10 1.3E+06 0.0E+00 5.0E+02

38 23.09.09 9.0E+06 3.0E+01 4.2E+04 38 23.09.11 1.1E+07 2.5E+01 4.9E+02

39 23.09.09 4.7E+06 0.0E+00 2.4E+05 39 23.09.11 1.6E+07 0.0E+00 9.3E+05

40 23.09.09 2.1E+08 1.5E+02 5.0E+06 40 23.09.11 1.9E+08 8.2E+03 5.8E+07

41 23.09.09 7.9E+05 0.0E+00 3.0E+04 41 23.09.11 1.5E+07 1.7E+02 9.0E+05

42 23.09.09 8.0E+07 2.5E+02 6.6E+05 42 23.09.11 9.2E+07 3.9E+02 1.6E+07

43 23.09.09 7.6E+07 0.0E+00 6.4E+05 43 23.09.11 2.7E+08 1.1E+03 1.7E+07

44 23.09.10 6.3E+06 0.0E+00 6.2E+05 44 23.09.12 7.6E+06 0.0E+00 3.3E+06

45 23.09.10 2.6E+05 0.0E+00 5.3E+03 45 23.09.12 2.5E+06 0.0E+00 2.8E+05

46 23.09.10 2.9E+04 0.0E+00 1.7E+03 46 23.09.12 5.5E+05 0.0E+00 2.6E+04

47 23.09.10 2.1E+05 0.0E+00 4.1E+03 47 23.09.12 1.3E+06 0.0E+00 3.2E+04

48 23.09.10 9.3E+05 5.0E+00 5.8E+04 48 23.09.12 5.2E+06 5.0E+00 1.4E+05

49 23.09.11 1.9E+07 2.8E+02 8.8E+05 49 23.09.13 5.3E+07 3.6E+02 1.0E+06

50 23.09.12 4.0E+05 0.0E+00 6.7E+04 50 23.09.14 6.9E+06 1.4E+02 5.1E+05

51 23.09.12 8.4E+05 0.0E+00 7.0E+04 51 23.09.14 7.3E+06 2.0E+01 7.9E+05

平均 1.8E+07 2.2E+02 4.2E+05 平均 4.7E+07 6.1E+02 5.4E+06

　　消費期限の菌数 消費期限2日後の菌数
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図３a．夏季調査：一般生菌数の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数変動 

 

 

 

 

図３b．夏季調査：腸内細菌科菌群の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数変動 
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図３c．夏季調査：芽胞菌の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数変動 
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図４．夏季調査：一般生菌数の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数分布 
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図５．夏季調査：腸内細菌科菌群の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数分布 
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図６．夏季調査：耐熱性芽胞菌の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数分布 
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表　３

施設 製造日 消費期限 検査日 一般菌数 AVE 耐熱菌数 AVE

腸内細菌

科　　　菌

数

AVE

23.0702 23.07.25 23.07.25 1.2E+06 1.3E+06 1.3E+06 1.0E+01 1.0E+01 1.0E+01 1.2E+04 1.1E+04 1.1E+04

23.07.27 6.0E+06 6.2E+06 6.1E+06 1.1E+03 1.2E+03 1.1E+03 1.2E+05 1.4E+05 1.3E+05

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.0E+06 1.1E+06 1.0E+06 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 4.9E+04 9.5E+04 7.2E+04

23.08.31 5.1E+06 4.8E+06 5.0E+06 1.0E+01 0.0E+00 5.0E+00 8.1E+05 7.3E+05 7.7E+05

23.09.06 23.09.09 23.09.09 8.1E+05 7.7E+05 7.9E+05 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 2.7E+04 3.2E+04 3.0E+04

23.09.11 1.6E+07 1.4E+07 1.5E+07 1.4E+02 2.0E+02 1.7E+02 9.1E+05 9.0E+05 9.0E+05

23.07.29 23.08.01 23.08.01 1.1E+06 1.1E+06 1.1E+06 4.0E+01 8.0E+01 6.0E+01 1.1E+05 1.6E+05 1.4E+05

23.08.03 1.2E+07 1.4E+07 1.3E+07 1.2E+02 1.0E+02 1.1E+02 8.2E+05 8.2E+05 8.2E+05

23.08.26 23.08.29 23.08.29 1.3E+07 1.3E+07 1.3E+07 4.0E+01 2.3E+02 1.4E+02 1.5E+06 2.6E+06 2.1E+06

23.08.31 5.8E+07 6.3E+07 6.0E+07 1.1E+02 9.0E+01 1.0E+02 2.2E+07 2.3E+07 2.2E+07

23.09.09 23.09.12 23.09.12 8.9E+05 7.9E+05 8.4E+05 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 7.4E+04 6.5E+04 7.0E+04

23.09.14 7.9E+06 6.6E+06 7.3E+06 2.0E+01 2.0E+01 2.0E+01 1.5E+06 1.3E+05 7.9E+05

23.08.26 23.08.31 23.08.31 2.3E+06 2.6E+06 2.4E+06 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 3.4E+05 3.7E+05 3.6E+05

23.09.02 9.8E+06 9.9E+06 9.9E+06 1.8E+03 1.6E+03 1.7E+03 4.1E+05 4.5E+05 4.3E+05

23.09.02 23.09.07 23.09.07 2.4E+06 2.4E+06 2.4E+06 3.0E+01 5.0E+01 4.0E+01 1.9E+05 2.0E+05 1.9E+05

23.09.09 1.3E+07 1.2E+07 1.2E+07 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 1.8E+06 2.0E+06 1.9E+06

23.09.05 23.09.10 23.09.10 1.0E+06 8.4E+05 9.3E+05 1.0E+01 0.0E+00 5.0E+00 4.5E+04 7.0E+04 5.8E+04

23.09.12 5.5E+06 4.9E+06 5.2E+06 1.0E+01 0.0E+00 5.0E+00 1.4E+05 1.5E+05 1.4E+05

23.09.04 23.09.08 23.09.08. 1.1E+06 1.4E+06 1.3E+06 6.0E+01 9.0E+01 7.5E+01 1.1E+04 1.0E+04 1.1E+04

23.09.10 8.1E+06 7.8E+06 8.0E+06 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 1.2E+05 1.7E+05 1.4E+05

23.08.23 23.08.28 23.08.28 5.9E+06 7.0E+06 6.5E+06 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 1.0E+05 9.0E+04 9.5E+04

23.08.30 1.4E+07 1.8E+07 1.6E+07 6.2E+02 5.8E+02 6.0E+02 1.4E+06 1.8E+06 1.6E+06

製造施設別ロット間差

A

B

C
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図７．夏季調査：各衛生指標の製造施設別ロット間差 
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図８．冬季調査：一般生菌数の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数変動 
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図９．冬季調査：腸内細菌科菌群の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数変動 
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図１０．冬季調査：一般生菌数の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数分布 

図１１．冬季調査：腸内細菌科菌群の消費期限日と消費期限 2 日後の菌数分布 
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図１２．夏季調査時に、カット野菜から分離された菌種同定結果（属レベル） 
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図１３．冬季調査における耐熱性芽胞菌検出割合 

図１４．冬季調査時にカット野菜から分離された耐熱芽胞形成菌 13 株の同定結果 
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研究要旨  

 Listeria monocytogenes（LM）はグラム陽性、通性嫌気性の短桿菌で、芽胞は形

成しない。運動性、耐塩性、低温増殖性を持つことから河川、下水、魚類や家畜の

飼育環境など自然界に幅広く存在する。本菌の増殖至適温度は 37 ℃であるが、増

殖可能温度は 0〜45 ℃と幅広く冷蔵庫内の温度でも増殖が可能である。 

LM によって引き起こされるリステリア感染症の主な原因は非加熱喫食食品（RTE

食品）であり、ソフトタイプのナチュラルチーズや食肉加工品などは海外でこれま

で多数の集団事例が記録されており、主なハイリスク食品と考えられている。一方、

国内の食品の汚染実態調査では、一部の魚介類加工品で LM 汚染率が高い傾向にあ

ることが報告されている。汚染率が高いといっても、その菌数は高くない。 

低温保存期間が長くなると、LMは選択的に増殖してくる。比較的長い低温管理が

行われているスモークサーモンでの汚染率が高いことは、リスク管理において注意

が必要である。 

スモークサーモンや魚卵など魚介類加工品は微生物制御の観点から冷凍出荷さ

れ、解凍後、消費期限を設定し低温管理をするいわゆるフローズンチルド管理を行

うことが一般的となっている。このような管理を行ったスモークサーモンでは

10 ℃以下で 10日間程度の消費期限設定が設けられている。フローズンチルド管理

において、培地の増殖挙動をワーストシナリオと考えてよいかについては検証が必

要と思われたため、菌株を用いた実証的な実験を行うことにした。 

LMの菌株を用いて、フローズンチルド管理した培地とスモークサーモンでの増殖

挙動を検証したところ、培地においてはフローズンチルド管理を行ったことで LM

の増殖の立ち上がりが遅れ、10 ℃の保管で発症菌数まで増殖するのには 14 日ほど

を要し、4 ℃の保管では 20 日目まで増殖が見られなかった。市販製品の消費期限

はこのような培地での増殖挙動から安全係数をかけて設定されていたと思われる。

しかし、スモークサーモンにおいては培地で観察されたフローズンチルドによる LM

の増殖遅延が認められなかった。初期菌数 102 cfu/g となるように接種したスモー

クサーモンにおいては 10 ℃で保管をしたものは 5 日程度で発症菌数（目安である

106 CFU/g）まで増殖をし、4 ℃保管においても、消費期限とされていた 10 日以内

で発症菌数を超える増殖が見られた。フローズンチルド管理において、LMの増殖挙

動は培地のデータがワーストシナリオではないため、当該食品への接種試験を行い、

科学的根拠のある消費期限設定を行う必要があることが示された。 

 

A. 研究目的 

 Listeria monocytogenes（LM）は、運動性、

耐塩性、低温増殖性を持つことから河川、下水、

魚類や家畜の飼育環境など自然界に幅広く存
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在する。本菌の増殖至適温度は 37 ℃であるが、

増殖可能温度は 0〜45 ℃と幅広く、国内の低温

管理の目安である 10℃以下の冷蔵庫内でも増

殖する。 

LM によって引き起こされるリステリア感染

症の主な原因は非加熱喫食食品（RTE 食品）で

あり、ソフトタイプのナチュラルチーズや食肉

加工品などは海外でこれまで多数の集団事例

が記録されており、主なハイリスク食品と考え

られている。一方、国内の食品の汚染実態調査

では、一部の魚介類加工品で LM 汚染率が高い

傾向にある。汚染率が高いといっても、その菌

数は低いため、低温で長期間の保存を行わなけ

れば、感染する可能性は低いと思われる。EUで

は、4℃で 5 日以内に消費される食品は、LM の

増殖しない食品と見なしてよいとしている。国

内の LMの微生物基準は、現在ハイリスクな RTE

食品に設定されており 100 CFU/gである。 

低温保存下では、主な食中毒起因細菌では増

殖が抑えられ増殖がほとんど見られないが、低

温増殖性を有する LM は菌数が低くても選択的

に増殖してくるため注意を要する。比較的長い

低温管理が行われているスモークサーモンで

汚染率が高いことから、当該製品の LM のリス

クマネージメントに関しては、菌の増殖挙動を

明らかにし、適切な対応を行う必要がある。

スモークサーモンや魚卵など魚介類加工品

は冷凍出荷され、解凍後、消費期限を設定し低

温管理をするいわゆるフローズンチルド管理

を行うことが一般的となっている。凍結期間中

は LMなどの低温増殖菌も増殖はほぼないため、

この管理方法は広く用いられている。そして、

このような管理を行った食品においては、例え

ば、市販のスモークサーモンで 10 ℃以下で 10

日～2 週間程度の消費期限設定が行われている。

このような期限設定は、予測微生物学のデータ

ベースで用いられる、培地での LM の増殖挙動

のデータを基に決められていると思われるが、

フローズンチルド管理において、培地の増殖挙

動がワーストシナリオと考えてよいかについ

ては検証が必要と思われる。そのため菌株を用

いた実証的な実験を行うことにした。これらの

検証実験の結果から、消費期限の設定など本菌

の制御に有効と思われる情報を提供すること

を目的とした。 

B. 研究方法

（１）材料と方法

供試菌株

①LM Scott A株、血清型 4b、臨床由来

②LM  4456株、血清型 1/2a、臨床由来

培地 

増殖評価：Brain Heart Infusion（BBL） 

菌数測定：CHROMagarTM Listeria（関東化学） 

スモークサーモン

商品名：スモークサーモン（切落し）

製品表示：食塩、砂糖、調味料（有機酸等）、

酸化防止剤（VC）

原産国：チリ

購入：都内スーパーマーケット A店

（２）菌の接種実験

①各菌株を BHI液体培地 37℃24時間培養した

菌液を 109 CFU/gと仮定し、希釈により、初期

菌数を 1×104 cfu/gになるように調整し菌液

を作成した。

②LM を接種した BHI 液体培地を発砲スチロー

ル内でエタノールと粉砕したドライアイスを

用いて急速冷凍を行い、このような急速冷凍

を行わないで凍結させた BHI 液体培地（緩慢

凍結）と共に−30 ℃の冷凍庫に移し 7 日間冷

凍をした。7 日後に BHI 液体培地を冷凍庫か

ら冷蔵庫へ移動し、一晩解凍を行う。解凍を

した後に 4 ℃、10 ℃で低温恒温水槽にて保管

を行った。また比較対象として冷凍を行わな

い菌液を用意し、冷凍を行った菌液と同様に

4 ℃、10 ℃で、低温恒温水槽で保温した。

③LM を接種した BHI 液体培地を経日的に 3サ

ンプルを低温恒温水槽から取り出し、BHI寒天

培地に 100 μLを表面塗沫した。初期菌数 1.0

×104 cfu/mLで 4 ℃、10 ℃、急速冷凍、緩慢

冷凍の４条件で LM ScottA 株、4456 株、それ

ぞれ 3 連で菌数測定を行った。サンプリング

は 4 ℃、10 ℃共に冷凍前、解凍日を 0 日目

とし、1 日目、2 日目、3 日目、5日目、7 日

目、10 日目、14 日目、20 日目で行い増殖曲

30



 

 

線を作成した。 

④スモークサーモン接種では、2 gにカットし

たスモークサーモンで行った。カットしたス

モークサーモンに作成した LM の ScottA株、

4456株の菌液を 1.0×104 CFU/g、あるいは 1.0

×102 CFU/gになるように接種をした。菌液を

接種したサーモンをストマッカー袋に入れ、

シーラーで封をし、浸水を防ぐために二重で

袋に入れ低温水槽中で温度を維持した。 

⑤LM を接種したスモークサーモンを−30 ℃の

冷凍庫で 7 日間冷凍した。7 日後にスモーク

サーモンを冷蔵庫へ移動し一晩解凍を行った。

解凍した後、4 ℃、10 ℃で低温恒温水槽にて

保温した。 

⑥LM を接種したスモークサーモンを 3 サンプ

ル低温恒温水槽から取り出し、滅菌済み生理

食塩水を 18 m L加えた後、ストマッカーにて

スモークサーモンを粉砕し 10 %試料液を作成

した。10 %試料液をリステリアの選択培地で

ある CHROMagarTM Listeria 平板に 100 μL 表

面塗沫した。初期菌数 1.0×104 cfu/g、1.0×

102 cfu/g、4 ℃、10 ℃の 4 条件で LM ScottA

株、4456 株、それぞれ 3 連で行った。サンプ

リングは 4 ℃、10 ℃共に冷凍前、解凍日を 0 

日目とし、1 日目、2 日目、3 日目、5 日目、

7 日目、10 日目、14 日目、20 日目で行い増

殖曲線を作成した。 

 

C. 研究結果 

（１）BHI培地における冷凍前と冷凍後の LM菌

数変化 

4 ℃で保管をした BHI培地において、冷凍を

行う前の LM の菌数と冷凍を行い、一晩解凍し

た後の LM の菌数では冷凍方法（緩慢冷凍また

は急速冷凍）や菌株（Scott A、4456）に関わ

らず差はなかった（図 1）。また、10 ℃で保管

したBHI培地も4 ℃の結果と同様に保管をした

BHI培地において、冷凍を行う前の LMの菌数と

冷凍を行い、一晩解凍した後（フローズンチル

ド）の LM の菌数では冷凍方法や菌株に関わら

ず変化はなかった（図２）。 

 

（２）BHI 培地におけるフローズンチルド管理

による LMの増殖挙動評価 

両菌株（Scott A、4456）共に冷凍方法によ

る増殖挙動への影響の違いはなかった。ScottA

株において、4 ℃で保管を行ったものに関して

は 20日目まで発症菌数に達しなかった（図３）。

10 ℃で保管をしたものに関しては 14〜20日目

の間に発症菌数に達した（図４）。また、コン

トロールの冷凍を行なっていないものに関し

ては 4 ℃で保管をしたものは 7 日目（図３）、

10 ℃で保管をしたものでは 2 日目に発症菌数

に達した（図４）。4456 株においては、4 ℃で

管理をしたものは ScottA株同様に 20日目まで

に発症菌数に達しなかった（図５）。10 ℃で保

管をしたものは 14日目に発症菌数に達した（図

６）。また、コントロールの冷凍を行なってい

ないものに関しては 4 ℃で保管をしたものは 5

日目（図５）、10 ℃で保管をしたものは 1〜2

日目の間に発症菌数に達した（図６）。 

 

（３）スモークサーモンにおける冷凍前と冷凍

後の LM菌数変化 

 LMを接種し、冷凍をしたスモークサーモンに

おいて初期菌数 104 cfu/g（図７，８）、102 cfu/g

（図９．１０）共に冷凍前と冷凍後の菌数変化

は温度、菌株に関わらず差はなかった。 

 

（４）スモークサーモンにおけるフローズンチ

ルド管理による LM の増殖挙動評価(初期菌数

104 cfu/g) 

今回使用したスモークサーモンにおいて LM

の初期汚染はなかった。初期菌数が 104 cfu/g 

と高いため、ScottA株、4456株共に 10 ℃で保

管をしたものは２〜3 日の間で発症菌数を超え

た。また、4 ℃で保管をしたものは 7〜10日目

の間に発症菌数を超えた（図１１，１２）。し

かし、実際の食品での汚染はかなり低い菌数

(102 cfu/g以下)であり、104 cfu/g の結果では

実際の汚染実態との考察に相応しくないため、

初期菌数 102 cfu/gでの検討を行うことにした。 

 

（５）スモークサーモンにおけるフローズンチ

ルド管理による LM の増殖挙動評価(初期菌数

102 cfu/g) 

初期菌数 104 cfu/gの実験同様に LMの初期汚

染はなかった。ScottA株、4456株共に 10 ℃で

保管をしたものは 5 日程度で発症菌数を超え、

4 ℃で保管をしたものでは 10 日程度で発症菌
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数を超えた（図１３，１４）。 

 

D. 考察 

培地でのフローズンチルド管理後の LM の増

殖挙動は 4 ℃では両菌株共に 20 日目までに発

症菌数（目安とされる 106 CFU/g）まで増殖せ

ず、増殖が見られなかった。10 ℃の保管では

両菌株共に発症菌数に達するまでに 14 日ほど

を要した。培地においてはフローズンチルド管

理を行った当該食品の消費期限とされていた

10 日以内には発症菌数まで増殖をしないこと

がわかった。おそらく、この商品の消費期限は

培地での結果に安全係数をかけて設定されて

いたものと思われる。 

今回の培地を用いた実証実験結果では、LM自

身は、緩慢凍結、急速凍結を行った後の凍結融

解では生菌数は変化していなかった。フローズ

ンチルド管理を行うことで菌の増殖の立ち上

がりが遅れた。また、フローズンチルド管理後

は低温で保管をすることで LM の増殖を緩やか

にすることができることが示された。 

一方、スモークサーモンでのフローズンチル

ド管理後の LM の増殖挙動は両菌株ともに初期

菌数 104 cfu/g となるように接種したものは、

4 ℃の保管では 7〜10日目ほどで発症菌数に達

し、10 ℃での保管では 2〜3 日の間で発症菌数

に達した。 

初期菌数を下げて 102  cfu/g となるように

接種をしたスモークサーモンにおいては 4 ℃

の保管では両菌株共に 10 日ほどで発症菌数に

達し、10 ℃の保管では 5 日ほどで発症菌数に

達した。これらの結果から、スモークサーモン

においては食品の成分がフローズンチルド処

理において、LMの凍結損傷から回復し増殖にプ

ラスに働いて、培地の結果より速やかに増殖す

ることができるよう働いていると思われる。そ

して、スモークサーモンではフローズンチルド

管理後は、新鮮な菌体とほぼ同じように LM の

低温での増殖を示すようである。このため、今

回の実験結果から、スモークサーモンでは LM

は菌株、初期菌数に関わらず、設定されている

消費期限内に発症菌数まで増殖してしまう可

能性を示唆した。予測微生物学等で用いられて

いる培地などによる菌の増殖挙動は、フローズ

ンチルド管理においては、慎重に扱わないとい

けないものと思われる。消費期限設定の保管温

度や期間日数などの条件は、食品への接種実験

等により検証し決めることが必要であると考

えられる。 

 

F. 健康危険情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

投稿準備中 

 

2.学会発表 

1) 五十君靜信。HACCP制度下の微生物検査の

考え方。日本防菌防黴学会。千里ライフ

サイエンスセンター。2023.8.29 

2) 五十君靜信。食品における食中毒起因細

菌制御の重要性。日本食品衛生学会シン

ポジウム。ハイブリッド開催。2024.6.7 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  なし 

2. 実用新案登録  なし 
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   図１．BHI 培地における 4 ℃での冷凍前と解凍後の LM の菌数変化 

 

 

 

 

 

 

   図２．BHI 培地における 10 ℃での冷凍前と解凍後の LM の菌数変化 
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図３．BHI 培地における 4 ℃でのフローズンチルド管理後の LM の 

増殖挙動(ScottA 株 4 ℃) 赤線は発症菌数(106 cfu/g) 

 

 

図４．BHI 培地における 10 ℃でのフローズンチルド管理後の LM の 

増殖挙動(ScottA 株 10 ℃) 
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図５．BHI 培地における 4 ℃でのフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(4456 株 4 ℃) 

 

 

 

 

図６．BHI 培地における 4 ℃でのフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(4456 株 10 ℃) 
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図７．スモークサーモンにおける冷凍前と解凍後の LM 菌数変化 

(ScottA 株 初期菌数 104 cfu/g) 

 

 

図８．スモークサーモンにおける冷凍前と解凍後の LM 菌数変化 

(4456 株 初期菌数 104 cfu/g) 

  

2

3

4

5

6

7

冷凍前 0日目

L
M

菌
数

(l
o

g
 c

fu
/g

)

4456株

4 ℃ 10 ℃

n=3

36



 

 

図９．スモークサーモンにおける冷凍前と解凍後の LM 菌数変化 

(ScottA 株 初期菌数 102 cfu/g) 

 

 

図１０．スモークサーモンにおける冷凍前と解凍後の LM 菌数変化 

(4456 株 初期菌数 102 cfu/g) 
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図１１．スモークサーモンにおけるフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(ScottA 株) 

図１２．スモークサーモンにおけるフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(4456 株) 
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図１３．スモークサーモンにおけるフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(ScottA 株) 

図１４．スモークサーモンにおけるフローズンチルド後の LM の増殖挙動 

(4456 株) 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「小規模事業者における HACCPの検証に資する研究」 

分担研究報告書 

耐塩性細菌によるヒスタミン合成の制御 

研究分担者 五十君 静信 （東京農業大学） 

研究協力者 原山 夏琳、大槻 駿介、楢木 真吾（東京農業大学） 

I HSUN HUANG（学校法人東京農業大学食品安全研究センター） 

研究要旨 

 全国水産加工業協同組合連合会発行の「HACCP の考え方を取り入れた衛生管理の

手引書」（小規模な水産加工業者向け）における危害要因物質であるヒスタミンに

ついてはその制御法に関する科学的知見が求められた。ヒスタミンは、ヒスチジン

を含む赤身魚などにおいて、ヒスタミン合成菌（Morganella morganii）などが増

殖した場合に合成され、アレルギー様食中毒の原因となる。ヒスタミンは、食品の

加熱調理後も活性が保たれるため、水産加工の段階で合成に係わる細菌の制御が求

められる。 

令和４年度は、サバにおける当該菌の菌数の消長及びヒスタミン産生の相関性に

ついて検討・報告した。「ヒスタミン合成菌（Morganella morganii）の保存温度と

時間における菌数動態とヒスタミン産生の相関性」、及び「２５℃保存におけるア

ジ・塩サバ干物の菌数の消長及びヒスタミン産生の相関性」を報告した。市販され

ている一部の醤油中にはヒスタミンが検出されており、醤油等においても HACCP に

おいてヒスタミンの制御の必要性が求められている。そのため、これまで醤油業界

ではヒスタミンに関する検討が行われ、その低減化に取り組んでいる。 

我々のこれまでの検証事業においても醤油由来乳酸菌（ Tetragenococcus 

halophilus）培養液中にアレルギーを発症させる量のヒスタミンが確認された。令

和 3年度の市販魚類発酵食品の汚染実態調査により、市販され流通している塩濃度

の比較的高い魚加工品（醤油加工品、照り焼き、西京・味噌漬・糠漬け）等を購入

し、それらの食品中のヒスタミン汚染の実態と分離される細菌に関する調査を実施

した。結果として 103 検体の中で糠加工品 9検体中 5検体（55％）が、魚醤の安全

性の指標である 200ppm を超えるヒスタミンを検出した。糠加工品は他の加工品に

比べてヒスタミン量は高値であった。これらの結果を踏まえ、本年度は糠加工品で

ヒスタミン量が高値を示す原因として特に高い値が検出された「へしこ」について、

詳しい調査を行った。

A. 研究目的

全国水産加工業協同組合連合会発行の

「HACCP の考え方を取り入れた衛生管理の手

引書」（小規模な水産加工業者向け）における

危害要因物質であるヒスタミンについてはそ

の制御法に関する科学的知見が求められた。ヒ

スタミンは、ヒスチジンを含む赤身魚などにお

いて、ヒスタミン合成菌（Morganella morganii）

などが増殖した場合に合成され、アレルギー様

食中毒の原因となる。ヒスタミンは、食品の加

熱調理後も活性が保たれるため、水産加工の段

階で合成に係わる細菌の制御が求められる。令

和 3 年度の魚の発酵食品の調査では、へしこが

明らかに高濃度のヒスタミンを含むことを示
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した。令和 4年度は、干物のヒスタミンの制御

について報告した。本年度は、非常に高いヒス

タミンの濃度が検出される“へしこ”について、

製造工程、菌叢などを調査しその制御法につい

て考察することを目指した。

B. 研究方法

（１）市販の魚のぬか漬けにおけるヒスタミン

汚染の実態調査

 市販の魚のぬか漬け（へしこと類似の製品）

12 検体（表 1）を購入し、ぬかと魚体に分け、

ヒスタミン濃度の測定と菌叢の解析を行った。 

抽出溶液の調整 

EDTA２ナトリウム２水和物を 32.3 g と

S.P.W.750 µL を合わせ、よく混合した。NaOH

を用いて上記溶液を pH8.0に調整した。その後、

S.P.W.を用いて 1 Lにメスアップし抽出溶液と

した。 

魚のぬか漬けのヒスタミン濃度測定 

測定はチェックカラーヒスタミン (キッコ

ーマンバイオケミファ) を用いて行った。 

ぬか漬けの身とぬか (身に近い部分) をそ

れぞれ約 10 g を採取した。身からは可能な限

りぬかを取り除いた。それぞれ乳鉢を用いて細

かくすりつぶし、50 mL 容のコニカルチューブ

正確に 1.0 g量りとった。この時、身では皮を

含まないようにした。これに抽出溶液を 24.0 mL

加え、10 秒間ボルテックスで激しく撹拌した。

その後、コニカルチューブごと沸騰水中で 20

分間加熱した。加熱後、コニカルチューブを氷

中で 20 ℃以下になるまで 10 分程度冷却した。

またこの時コニカルチューブは静置させ、固形

物質と液体を分離させた。分離した液体を遠心

分離 (10 Krpm, 5 min) し、上清を集め、検液

とした。吸光度測定用のセルに、検液と発色試

薬と酵素試薬をそれぞれ 0.5 mL 加えたもの 

(ES) と、検液と発色試薬と緩衝液をそれぞれ

0.5 mL 加えたもの (EB) と、標準液と発色試薬

と酵素試薬を加えたもの (Estd) と、S.P.W.と

発色試薬と緩衝液をそれぞれ 0.5 mL 加えたも

の (Ec) を調整して全てを 37℃で 15 分インキ

ュベートした。その後、吸光度計で吸光度を計

測し (ABS470)、キットの取り扱い説明書に記

載されている算式に従ってヒスタミン量を算

出した。 

（２）ぬか中から分離した菌の同定及びヒスタ

ミン生成能の評価

菌株分離用寒天培地の作成 

多様な菌株に対応するため、今回は三種類の

培地を次の手順で作成した。 

・普通寒天培地

一般細菌用普通寒天培地 (ニッスイ) 35.0 g

を S.P.W.600 mL に分散させ、よく懸濁した。

完全に溶解したら S.P.W.で 1 Lまでメスアップ

した。その後、オートクレーブにかけて滅菌し 

(121 ℃, 15 分)、シャーレに分注した。 

・10%NaCl 添加 MRS 寒天培地

CM0356 M.R.S BROTH (関東化学) 52.0 g、Agar

Powder (関東化学) 15 g、塩化ナトリウム (関

東化学) 100 gを S.P.W.600 mL に分散させ、よ

く懸濁した。完全に溶解したら S.P.W.で 1 Lま

でメスアップした。その後、オートクレーブに

かけて滅菌し (同条件)、シャーレに分注した。 

・マッコンキー寒天培地

MacConkey 寒天培地 (ニッスイ) 50 g を

S.P.W.600 mL に分散させ、よく懸濁した。完全

に溶解したら S.P.W.で 1 Lまでメスアップした。

その後、オートクレーブにかけて滅菌し (同条

件)、シャーレに分注した。 

市販の魚のぬか漬けのぬかから菌液の作成と

菌株の分離 

魚のぬか漬けの身に近い部分のぬかを 2 g採

取し、18 mL の BPW と共にストマッカー袋に入

れた。10 分ほどよく揉み、菌液とした。作成し

た菌液を原液、10-1、10-2 に S.P.W.を用いて

段階希釈した。これらの菌液を三種類の寒天培

地にそれぞれ 100 µL ずつ接種し平板塗抹した。

37 ℃、3日間培養しそれぞれの培地から複数の

コロニーを採取した。採取したコロニーは同じ

種類の培地に画線塗抹し、37 ℃、3日間培養し

た。その後単コロニーを採取し、液体培地に接

42



 

 

種して 37 ℃、1日培養した。 

 培養した菌液 750 µL と 60 %グリセロール 250 

µL をボルテックスにより混合しフリーズスト

ックを作成した。 

 

自家調整培地 (ヒスチジンブロス) の作成 

分離した菌株のヒスタミン生成能を評価す

るため、自家調整培地 (ヒスチジンブロス) を

次の手順で作成した。poly pepton (Gibco) 10 

g、Yeast extract (極東製薬) 3 g、D (+) 

-Glucose ( ナ カ ラ イ テ ス ク ) 5 g 、

L-histidine-HCl-H2O (ナカライテスク) 4.57 g、

NaCl (関東化学) 85 gを 600 mL の S.P.W.に分

散させ、よく懸濁した。完全に解けたら S.P.W.

で 1 Lまでメスアップした後、オートクレーブ

にかけて滅菌した。 (121 ℃, 15分) 

 

ぬか中から分離した菌株のヒスタミン生成能

の評価 

ヒスチジンブロス 3 mL にフリーズストック

から菌株を接種し、37 ℃、3 日間培養した。測

定はチェックカラーヒスタミンを用いて行っ

た。 

ボルテックスにて撹拌した後ヒスチジンブ

ロス 250 μLと抽出用溶液 50 mLを 50 mL容コ

ニカルチューブに加えた。10 秒間激しくボルテ

ックスで撹拌し、これを検液とした。吸光度測

定用セルに、検液と発色試薬と酵素試薬をそれ

ぞれ 0.5 mL 加えたもの (ES) と、検液と発色

試薬と緩衝液をそれぞれ 0.5 mL 加えたもの 

(EB) と、標準液と発色試薬と酵素試薬を加え

たもの (Estd) と、S.P.W.と発色試薬と緩衝液

をそれぞれ 0.5 mL 加えたもの (Ec) を調整し

て全てを 37 ℃で 15分インキュベートした。そ

の後、吸光度計で吸光度を計測し (ABS470)、

キットの取り扱い説明書に記載されている算

式に法ってヒスタミン量を算出した。 

 

C. 研究結果 

（１）市販の魚のぬか漬けにおけるヒスタミン

汚染の実態調査 

12検体中 7検体が魚醤の codex基準であるヒ

スタミン濃度 400 μg/gを超える結果となった 

(図.1)。基準値を超えた検体の内訳はサバ 5検

体、イワシ２検体であった。基準値を超えた検

体の割合は 58.3 %となり、市販の魚のぬか漬け

の半数以上がヒスタミン汚染されていると考

えられる。codex 基準値を超えた検体の中で最

も値が高かったのはサバを用いて作られた検

体 E で、710.582 µg/g ものヒスタミン濃度が検

出された。ぬか漬け 1 切れを 10 g とすると 7

切れほど喫食すると発症の危険性がある。 

この測定調査を通して市販の魚のぬか漬け

では約半数が codex基準を超えるヒスタミン濃

度の汚染を受けているという実態が確認でき

た。 

 

（２）ぬか中から分離した菌の同定及びヒスタ

ミン生成能の評価 

標準寒天培地から 4 個、10%NaCl 添加 MRS 培

地から 13個、計 17個の単コロニーを採取しヒ

スタミン濃度を測定した結果、全ての検体から

からヒスタミン生成菌株が確認された (図.2)。

PCRにて DNA増幅が確認できた 10菌株について

シーケンス解析を行った。その結果、8 菌株に

ついて同定することが出来た（表２）。その内

最もヒスタミン生成能の高かった菌株 I4 は

Tetragenococcus halophilus と同定された。ま

た、低濃度であったぬか漬けから分離された菌

株 D4が Paenibacillus cucumisと同定された。 

 

D. 考察 

へしこに代表される魚のぬか漬けについて、

魚体（身）とぬかに分けてヒスタミン濃度を測

定したところ、それぞれに若干の数値の差はあ

るものの、同一検体ではほぼ同じレベルでのヒ

スタミン濃度が観察された。魚のぬか漬けでは、

魚体とぬかで一方のみが、汚染されているわけ

ではなく全体的にヒスタミンの汚染が起こっ

ているものと思われる。 

検討した 12検体中の 7検体（半数以上）が、

魚醤のcodex基準であるヒスタミン濃度400 μ

g/g を超える結果となったことから、当該食品

の重要なハザードとしてヒスタミンを扱う必

要があると言える。 

現在は、ヒスタミンの高濃度の汚染が起こる

食品としてへしこ（魚のぬか漬け）をとらえて

その制御について検討する必要があると思わ
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れる。検体から分離した菌株の単独の培養液中

には、ヒスタミン産生が確認されたかが、菌株

によってその産生能は異なっていた。鯖のへし

こから分離された Tetragenococcus halophilus
株では、培養液中でも非常に高いヒスタミン生

成能が示された。一方、検体として高いヒスタ

ミン量を検出した他の６検体から分離された

菌株は、培地でのヒスタミン産生能はそれほど

高くなかった。弱いながらも培地でのヒスタミ

ン産生能が確認された表２に示した菌種は、ヒ

スタミン産生に関わっている可能性はあると

思われる。単独での培地でのヒスタミン合成能

の低い菌株が、なぜ製品中のヒスタミン濃度を

非常に高くしてるかについては今後解明が必

要と思われた。 

醤 油 由 来 乳 酸 菌 （ Tetragenococcus 
halophilus）培養液中に高いヒスタミン合成能

があることは報告されているが、今回のへしこ

からも同菌種が分離されており、その培養液で

非常に高いヒスタミン合成能が確認された。こ

の菌種は最も注意を要するものと思われる。へ

しこにおいては、それ以外の分離菌種でも単独

の培地でのヒスタミン合成能が観察されたこ

とから、醤油とは違う菌種もヒスタミン産生に

関わっているものと思われる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

  なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  なし 

2. 実用新案登録  なし 
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表１．検査した市販の魚のぬか漬けのリスト 

 

No. 商品名 製造元 魚種 販売方法 

A いわしのへしこ a イワシ 冷蔵 

B いわし糠漬 b イワシ 冷蔵 

C いわし糀漬 c イワシ 冷蔵 

D さばのへしこ半身 a サバ 冷蔵 

E さばのへしこ d サバ 冷蔵 

F さばのへしこ e サバ 冷蔵 

G さば糠 f サバ 冷蔵 

H さばの糠漬けの粕漬 d サバ 冷蔵 

I さばのへしこ d サバ 冷蔵 

J 糠さんま g サンマ 冷凍 

K 甘塩ヌカにしん h ニシン 冷凍 

L にしん糠漬 i ニシン 冷蔵 
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図１．市販の魚のぬか漬けにおける身・ぬかのヒスタミン濃度測定結果 
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図２．ぬか中から分離した菌株のヒスタミン測定結果 

表２．ヒスタミン合成能を示した検体から分離した菌株の同定結果 

No. 菌名 

D1 Bacillus tequilensis 

D2 Bacillus zhangzhouensis 

D3 Bacillus toyonensis 

D4 Paenibacillus cucumis 

E1 Bacillus velezensis 

I3 Halomonas andesensis 

I4 Tetragenococcus halophilus 

I5 Bacillus dafuensis 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「小規模事業者における HACCP の検証に資する研究」 

令和５年度分担研究報告書 

公共および民間データの比較に基づく食品への 

異物混入被害状況の把握 

研究分担者 窪田邦宏 国立医薬品食品衛生研究所 安全情報部第二室長 

研究協力者 佐藤邦裕 公益社団法人日本食品衛生協会 

 黒神英司  日本生活協同組合連合会 

 足立真由  日本生活協同組合連合会 

寺嶋 昭  日本生活協同組合連合会 

田近五郎  イカリ消毒株式会社

村杉 潤  イカリ消毒株式会社

藤村 晶  イカリ消毒株式会社

熊谷優子  和洋女子大学 家政学部健康栄養学科 

溝口嘉範  広島女学院大学 人間生活学部管理栄養学科 

天沼 宏  国立医薬品食品衛生研究所 安全情報部第二室 

田村 克  国立医薬品食品衛生研究所 安全情報部第二室 

研究要旨： 近年、食品への異物混入に対する消費者の関心はこれまでになく高ま

っている。異物混入食品の喫食による健康被害が報告されているにもかかわらず、

食品への異物混入の実態は、各自治体レベルでの報告はあるものの、全国の状況を

明確に把握できるような情報は少ない。2018 年 6 月の食品衛生法の改正により、

HACCP に沿った衛生管理が推進されている。各事業者が HACCP による衛生管理

の取り組みを進める際に、食品に混入する異物の全体像、健康被害の実態、健康被

害が発生した異物の材質、形状等を把握することがまず必要であり、それらの情報

は危害要因分析の支援にもつながる。 

 異物混入被害実態を把握するために、2 回（平成 28 年度調査および令和元年度

調査）にわたり、全国の自治体（保健所）を対象として食品への異物混入の苦情処

理事例を収集し、集計・解析を行った。しかしながら、食品への異物混入事例のす

べてが自治体に報告されるわけではないことから、自治体とは別の情報源として、

民間機関（イカリ消毒株式会社（イカリ消毒）および日本生活協同組合連合会（日

本生協連））が収集した異物混入事例の集計・解析を行い、自治体データと併せて
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食品事業者への HACCP 指導に役立つ基礎データを構築した（令和 2 年度調査）。

また、硬質異物は怪我に繋がる可能性が高く、食品への異物混入の中でも HACCP

において特に考慮が必要な異物だと考えられることから、日本生協連より提供さ

れたデータから硬質異物の混入事例のみを抽出し、混入異物や食品の種類と割合、

各種の食品に特徴的な硬質異物、混入が起きた製造工程、健康被害、異物のサイズ

等について解析を行うことで硬質異物の概要を明らかにした（令和 3 年度調査）。 

 公共（自治体）データに加えて民間データの解析を行った主要な目的の 1 つは、

異なる集計システム間の違いを検証することであった。しかしながら、自治体、イ

カリ消毒、日本生協連の 3 者では異物分類および食品分類のスキームがそれぞれ

異なることから、提供されたデータ間の相互の直接的な比較は不可能であった。

そこで本研究では、日本生協連データを自治体もしくはイカリ消毒の異物・食品

分類スキームを用いて分類し直すことで、「公共 vs 民間」および「民間 vs 民間」

のデータ比較を行うこととした。 

 「公共 vs 民間」の比較は、令和元年度自治体データの硬質異物混入事例（4 年

度分、1,440 件）と日本生協連データの硬質異物混入事例（3 年度分、896 件）で

行った。その結果、混入硬質異物の種類と割合については、「鉱物性異物－金属」

（自治体 38.1%、日本生協連 4.2%）、「動物性異物－その他」（自治体 13.5%、日

本生協連 46.7%）、「植物性異物」（自治体 7.8%、日本生協連 24.4%）など両者に

大きな違いが見られた。混入が見られた食品の種類と割合については、「農産食品」

（自治体 0.9%、日本生協連 10.0%）などで違いが見られたが、「調理済み食品」

（自治体 58.2%、日本生協連 41.6%）が最も多く、「農産加工品」および「水産加

工品」が上位である点では類似していた。「民間 vs 民間」の比較は、日本生協連デ

ータ（2018 年度分、1,185 件）の異物混入事例（硬質・非硬質の両方を含む）と

イカリ消毒データ（2018 年分、30,279 件）の異物混入事例（硬質・非硬質の両方

を含む）で行った。その結果、「食品由来」（日本生協連 23.6%、イカリ消毒 7.5%）、

「金属・鉱物」（日本生協連 1.5%、イカリ消毒 15.8%）など両者に混入異物区分の

割合の大きな違いが見られたが、「プラスチックなど」および「動物由来」がいず

れも 15%以上の割合であり、かつ上位 3 位以内である点では類似していた。異物

混入が見られた食品の種類と割合については、「弁当・惣菜（日配品）」（日本生協

連 4.3%、イカリ消毒 30.7%）で大きな違いが見られたが、「冷凍加工品」、「パン・

菓子類」、「水産・水産加工品」の割合が上位に入る点では日本生協連データとイカ

リ消毒データは類似していた。

本研究では、自治体データと 2 つの民間データの相互の比較を行うことで、食

品への異物混入の被害実態の把握に関して、各集計システムの性質・特徴に起因

すると思われる相違や、集計システムの違いによらない類似性が明らかになった。

これらの情報は、今後、異物混入事例を対象とした集計システムを構築する際の
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一助となり、また、食品事業者への HACCP 指導時に参照可能な異物混入実態デ

ータとして活用することが可能と考えられる。 

 

 

Ａ. 研究目的 

 

 近年、食品の異物混入事例に関する報道

が数多く見られるように、消費者の異物混

入に対する関心はこれまでになく高まって

いる。実際にそれらの喫食による健康被害

も報告されているにもかかわらず、食品に

おける異物混入被害実態は、各自治体レベ

ルでの報告はあるものの、全数ではなく、日

本全国での状況を明確に把握できるような

情報は少ない。 

 2018 年 6 月の食品衛生法の改正により、

HACCP（危害要因分析重要管理点、Hazard 

Analysis and Critical Control Point）に沿

った衛生管理が推進されている。各事業者

が HACCP による衛生管理の取組みを進め

るには、食品に混入する異物の全体像、健康

被害の実態、健康被害が発生した異物の材

質、形状等を把握することがまず必要であ

り、それらは危害要因分析の支援にもつな

がると考えられる。 

 これらの状況および継続的な調査の重要

性に鑑み、過去 2 回（2016 年度および 2019

年度）にわたり、全国の自治体、保健所等で

異物混入の苦情処理が行われた事例の調査

を行なった（参考文献 1、2）。また、食品へ

の異物混入事例の全てが自治体に報告され

るわけではないことから、自治体とは異な

る情報源として、民間機関（イカリ消毒株式

会社（以下、イカリ消毒）および日本生活協

同組合連合会（以下、日本生協連））に集約

された異物混入事例の集計・解析を行った

（参考文献 3、4）。 

 公共（自治体）データに加えて民間データ

の解析を行った主要な目的の 1 つは、異な

る集計システム間（「公共 vs 民間」、「民間

vs民間」）の違いを検証することであった。

しかしながら、自治体、イカリ消毒、日本生

協連の 3 者の異物分類および食品分類スキ

ームはそれぞれ異なることから、提供され

たデータのままでの互いの直接的な比較は

不可能であった（資料 1、2；参考文献 3）。

しかし、日本生協連から提供されたデータ

には「問合わせ要旨」および「結論」の項目

に個々の事例の詳細が記載されており、混

入異物の「硬質・非硬質」の区別、および他

の集計システムの分類スキームによる再分

類が可能であることが判明した。そこで本

研究では、日本生協連データをイカリ消毒

もしくは自治体の異物・食品分類スキーム

を用いて分類し直すことで、異なる集計シ

ステム間（「公共 vs 民間」、「民間 vs 民間」）

のデータ比較を試みた。 

 これらの異なる集計システム間での比較

を行うことで、公共データと民間データに

おける違いの有無の検証、食品への異物混

入実態における各々の集計システムに起因

する特徴、および集計システムには影響を

受けない共通性を見出すことが可能となり、

今後、異なる集計システム間の比較に必要

な統一された分類基準の作成に役立つ基礎

データにもなると考えられる。 
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Ｂ. 研究方法 

１．自治体（保健所）より提供されたデータ 

過去 2 回（2016 年度および 2019 年度）

にわたり、全国の自治体（保健所）を対象と

して食品への異物混入の苦情処理事例を収

集し、集計・解析を行ってきた。本研究では、

日本生協連のデータ（対象期間：2016 年 3

月 21 日～2019 年 3 月 20 日）およびイカ

リ消毒のデータ（対象期間：2015 年 1 月～

2018 年 12 月）と同時期のデータを比較す

るために、2019 年度に収集した自治体（2

回目）のデータ（対象期間：2016 年 12 月

～2019 年 7 月）を用いた（参考文献 2）。当

該データは各都道府県、保健所設置市およ

び特別区を含む 150 自治体から得られたデ

ータに基づいており、2016 年度（2016 年

12 月～2017 年 3 月（4 ヶ月間））、2017 年

度（2017 年 4 月～2018 年 3 月（12 ヶ月

間））、2018 年度（2018 年 4 月～2019 年 3

月（12 ヶ月間））、および 2019 年度（2019

年 4 月～2019 年 7 月（4 ヶ月間））の 4 年

度に渡る。提供されたデータは「調査票 1」

と「調査票 2」から成る。「調査票 1」は調

査対象期間中に苦情処理を行った事例につ

いて、年度ごとに食品分類別および異物分

類別の件数がエクセルの“全体”の欄に記入

されている。“全体”のうち事業所（製造、

加工、調理現場）における混入が判明（可能

性が高いものも含む）しているものについ

ては、エクセルの“製造”の欄にその件数が

記入されている（参考文献 2）。「調査票 2」

は、「調査票 1」の“製造”の事例のうち「A. 

硬質異物の混入事例（硬質のみ）」、「B. 健康

被害のあった事例（硬質・非硬質両方）」、ま

たは「C. 報道等で大きく話題になった事例

や興味深い事例（硬質・非硬質両方）」に該

当するものについて、事例ごとに詳細情報

が記入されている。自治体調査での異物分

類および食品分類は東京都が使用している

分類表に従っている（資料 1、2；参考文献

2）。 

２．日本生協連より提供されたデータ 

 日本生協連は流通機関（販売者）として位

置付けられる。日本生協連または各生協が

消費者・組合員から CO・OP 商品への異物

混入に関して苦情の申し出を受けると、各

生協は日本生協連に対しその調査を依頼す

る。その商品の製造者や日本生協連で原因

調査や検査を行い、日本生協連は結果を各

生協に報告する。 

 CO・OP 商品に関し、消費者・組合員か

ら、年間 18,000～22,000 件の苦情申し出が

生協に寄せられる。このうちの約 1/3（約

6,000 件）が異物混入に関するもので、調査

により当該商品の製造過程に異物混入の原

因があると結論されるのはその 25～30%で

ある。 

 本研究で使用したデータは、日本生協連

が企画・販売する CO・OP 商品（食品）へ

の異物混入事例のうち、製造過程に原因が

あったと判断された事例のデータである。

したがって、苦情申し出の件数とは異なる

ことに注意が必要である。データがカバー

する期間は 2016 年 3 月 21 日～2019 年 3

月 20 日で、年度（3 月 21 日から翌年の 3

月 20 日）としては 2016、2017、2018 の 3
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年度である。 

 対象の 3 年間の事例のそれぞれについて、

「問合せ要旨」「商品（食品）の種類」「異物

の種類」「結論」を記載したデータが提供さ

れた。「問合せ要旨」には、異物の混入が見

つかった背景が記載されており、「結論」に

は、消費者の苦情を受けて製造者や日本生

協連で分析を行った異物の詳細や判明（推

定）した混入工程について記載されている。

また健康被害（「怪我」・「体調不良」）のあっ

た事例についてはその旨が記載されている。 

 日本生協連データでは商品（食品）は「大」、

「中」、「小」の 3 段階において分類されて

おり、本調査で解析に用いた商品分類「大」

では食品は 27 種類に分類されている（資料

1）。また混入異物（日本生協連のデータに

おいては「現象」と表記）も「大」、「中」、

「小」の 3 段階において分類されており、

本調査で解析に用いた現象分類「中」では異

物は 15 種類に分類されている（資料 2；参

考文献 3、4）。 

 

３．イカリ消毒より提供されたデータ 

 

 イカリ消毒は事業の一環として製品への

異物混入の検査・分析を行っている。異物検

査依頼書とともに東西の分析センターに検

体が送付され、検査・分析が行われる。検査

依頼者は主に食品の製造、加工、販売関連の

事業者である。本研究では、イカリ消毒より

2015 年 1 月～2018 年 12 月に東西両分析

センターにおいて得られたデータが提供さ

れた。対象の 4 年間（2015、2016、2017、

2018 年）に混入異物検査を行ったすべての

検体について、「担当営業所」「受付日」「食

品の種類」「異物の種類」を記載したデータ

が提供された（検査依頼に関する顧客情報

などは含まれないもの）。 

 イカリ消毒のデータにおいて食品は 18

の項目（商品別区分 No.1～18）に分類され

ている（資料 1）。項目の一つ、「弁当・惣菜

（日配品）」には飲食店やファストフード店

の料理も含まれる。混入異物（イカリ消毒の

データでは「結果」と表記）は 10 の「区分」、

さらに 40 の「項目」に分類されている（資

料 2；参考文献 3、4）。 

 提供されたデータには、異物混入が製品

の製造工程や調理過程に起因するか否かは

示されていなかった。 

 

４．混入異物および食品の再分類と解析 

 

 自治体、イカリ消毒、日本生協連から提供

されたデータは、全て Microsoft Excel 形式

であり、Microsoft Excelにてデータの整理、

各種集計や解析を行った。 

 自治体データ（4 年度分）と日本生協連デ

ータ（3 年度分）を比較するために、日本生

協連データの硬質異物混入事例（3年度分、

896 件）について、それらの「問合わせ要

旨」および「結論」から具体的な異物名を抽

出し、同事例の現象分類（大・中・小）の記

述を参考にして自治体の異物分類スキーム

に沿った再分類を行った。同事例の食品に

ついては、日本生協連データの「商品名」お

よび商品分類（大・中・小）の記述を参考に

して自治体の食品分類スキームに沿った再

分類を行った。 

 イカリ消毒データ（2018 年）と日本生協

連データ（2018 年度）を比較するために、

日本生協連データ（硬質または非硬質混入

事例、2018 年度、1,185 件）について、そ
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れらの「問合わせ要旨」および「結論」から

具体的な異物名を抽出し、現象分類（大・

中・小）の記述を参考にしてイカリ消毒の異

物分類スキームに沿った再分類を行った。

食品に関しては、日本生協連データの同事

例について、「商品名」および商品分類（大・

中・小）の記述を参考にしてイカリ消毒の食

品分類スキームに沿った再分類を行った。 

Ｃ. 研究結果 

１．公共データと民間データにおける硬質

異物混入事例の比較 

 公共データと民間データとの比較を行う

にあたり、（1）イカリ消毒提供のデータは

数値のみのデータであり、異物・食品の詳細

情報が含まれておらず、自治体の分類スキ

ームでの再分類が不可能、また、（2）自治体

データは苦情申し出者（一般消費者・事業

者）がイカリ消毒データの場合（依頼者は主

に食品の製造、加工、販売関連の事業者）と

は異なるという 2 つの理由からイカリ消毒

データを自治体データと比較することは不

適切であると判断し、日本生協連データを

自治体データと比較することにした。 

 日本生協連データを自治体データと比較

するにあたり、比較可能性の観点から、日本

生協連データの「製造過程混入かつ硬質異

物混入事例」を自治体データ「調査票 2」の

「事業所混入かつ硬質異物混入事例」と比

較することにした。 

１−１．日本生協連データにおける硬質異物

混入事例を自治体の異物分類スキームに従

い再分類 

 日本生協連より提供されたデータでは、

製造過程での原因により食品への異物混入

が認められた事例として、2016～2018 年度

の 3 年度分で合計 4,299 件が報告されてい

た（2016 年度：1,743 件、2017 年度：1,371

件、2018 年度：1,185 件）（参考文献 3）。

この 4,299 件の異物混入事例中 896 件

（20.8%）が硬質異物による（または硬質で

あることが推測される）混入事例であった

（参考文献 4）。内訳として、2016 年度は

1,743 件中 417 件（23.9%）、2017 年度は

1,371 件中 271 件（19.8%）、2018 年度は

1,185 件中 208 件（17.6%）が硬質異物混入

事例であった。 

 これら日本生協連データの 896 件（3 年

度分）の硬質異物混入事例について、自治体

データと比較するために、自治体の異物分

類スキームに従って再分類を行った。日本

生協連データでは「ガラス」と「石・砂」の

区別がなされていないため、両者を合わせ

て再分類した。その結果、硬質異物混入事例

896 件における混入硬質異物の種類（自治

体分類スキームによる）および割合は、「15. 

動物性異物－その他」（46.7%）、「19. 植物

性異物」（24.4%）、「18. 合成樹脂類－その

他樹脂」（10.0%）、「24. 食品の一部」（9.0%）

などとなった（表 1）。2016～2018 年度の

各年度間で混入硬質異物の種類および割合

に大きな違いは見られなかった。 

１−２．自治体データと日本生協連データに

おける混入硬質異物の種類と割合 

 なるべく同時期のデータを比較するため

に、2019 年度に行った 2 回目の自治体調査

（対象期間：2016 年 12 月～2019 年 7 月）
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における混入硬質異物の種類・割合と日本

生協連データ（2016～2018 年度）における

混入硬質異物の種類・割合（再分類により得

られたもの）との比較を行った（表 2A～D）。 

4 年度分（2016 年 12 月～2019 年 7 月）

の自治体データにおける硬質異物混入事例

1,440 件の異物の種類および割合は、「10. 

鉱物性異物－金属」（38.1%）、「18. 合成樹

脂類－その他樹脂」（19.5%）、「15. 動物性

異物－その他」（13.5%）、「8,9. 鉱物性異物

－ガラス・石・砂」（10.4%）、「19. 植物性

異物」（7.8%）などであった（表 2A）。3 年

度分（2016～2018 年度）の日本生協連デー

タにおける硬質異物混入事例 896 件の異物

の種類および割合（自治体異物分類スキー

ムで再分類、表 1）と比較すると、（1）「10.

鉱物性異物－金属」は自治体データ（38.1%）

で顕著であるのに対し、日本生協連データ

（4.2%）では少ない、（2）「15. 動物性異物

－その他」は日本生協連データ（46.7%）で

顕著であるのに対し、自治体データ（13.5%）

では少ない、（3）「19. 植物性異物」は日本

生協連データ（24.4%）の方が自治体データ

（7.8%）より多いなど両データの間に大き

な違いが見られた。年度ごと（2016、2017、

2018 年度）の比較においても同様の結果が

得られた（表 2B～D）。 

１−３．自治体データの硬質異物混入事例に

おいて混入が最も多く報告された「鉱物性

異物－金属」の食品別内訳 

 自治体データの硬質異物混入事例におい

て報告数が最も多かった異物は「10. 鉱物

性異物－金属」（38.1%）であった（表 2A）。

この異物の混入が見られた食品の種類と割

合は、4 年度分では「10. 調理済み食品」

（61.9%）、「7. 菓子類」（18.4%）、「6. 農産

加工品」（6.4%）、「2. 水産加工品」（3.3%）、

「1. 水産食品」（3.1%）などであった（表

3A）。2016～2019 年度の各年度間で食品別

の内訳に大きな違いは見られなかった。 

 混入件数は各食品の流通量に影響を受け

るので、この結果は、これらの食品項目への

金属の混入が“起きやすい”ことを必ずしも

示しているわけではない。硬質異物の混入

が見られた事例 1,440 件における食品の種

類と割合は、表 3B に示した通りであり（参

考文献 2、図表 9A 参照）、「自治体_4 年度

分_硬質_金属」における上位食品分類の順

位は硬質異物の混入が見られた食品の件数

の順位をほぼそのまま反映していることが

伺える。 

１−４．日本生協連データの硬質異物混入事

例において混入が最も多く報告された「動

物性異物－その他」の異物別・食品別内訳 

 日本生協連データの硬質異物混入事例に

おいて最も報告数が多かった「15. 動物性

異物－その他」（46.7%）（表 1）の異物別内

訳（日本生協連の“現象分類「小」”による）

は、3 年度分では「骨・殻」（85.9%）、「そ

の他」（11.2%）、「皮・鱗」（2.4%）などであ

った（表 4A）。2016～2018 年度の各年度間

で食品異物別の内訳に大きな違いは見られ

なかった。 

 「15. 動物性異物－その他」の混入が見ら

れた食品の種類と割合は、3 年度分では「10. 

調理済み食品」（58.6%）、「2. 水産加工食品」

（17.2%）、「4. 畜産加工品」（10.3%）、「11. 

そう菜半製品」（6.0%）、「7. 菓子類」（4.5%）

などであった（表 4B）。2016～2018 年度の

各年度間で、食品別の内訳は 2017 年度に
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「2. 水産加工食品」が少なかった以外、特

に大きな違いは見られなかった。 

 「15. 動物性異物－その他」の混入が見ら

れた食品の種類と割合を硬質異物の混入が

見られた事例 896 件（3 年度分）における

食品の種類と割合と比較したのが表 4C で

ある。「生協連－3 年度分－硬質（動物性異

物－その他）」における上位食品分類の順位

は硬質異物の混入が見られた食品の件数の

順位をほぼそのまま反映していることが伺

える。硬質異物全般に比べ、「15. 動物性異

物－その他」が混入した事例の場合、「10. 

調理済み食品」、「2. 水産加工食品」、「4. 畜

産加工品」などの食品への混入の割合が 1.5

倍程度多く、「6. 農産加工食品」への混入が

著しく少ないことがわかった。 

 

１−５．自治体データおよび日本生協連デー

タの硬質異物混入事例における異物混入食

品の種類と割合 

 自治体データと日本生協連データを比較

するために、日本生協連データの硬質異物

混入事例について食品を自治体の食品分類

スキーム（資料 1）に沿って再分類した。日

本生協連データで硬質異物の混入が見られ

た食品の種類と割合は、3 年度分では「10. 

調理済み食品」（41.6%）、「6. 農産加工品」

（15.2%）、「2. 水産加工品」（11.6%）、「5. 

農産食品」（10.0%）、「7. 菓子類」（9.0%）

などであった（表 4C および 5A）。2016～

2018 年度の各年度での食品別の内訳は、1

位は「10. 調理済み食品」で不動であったが、

2 位以下は年度によって多少の順位の入れ

替わりが見られた。 

 続いて、自治体データ（4 年度分）と日本

生協連データ（3 年度分）との比較を行った

（表 5B）。自治体データで硬質異物の混入

が見られた事例における食品の種類と割合

は、4 年度分で「10. 調理済み食品」（58.2%）、

「7. 菓子類」（17.5%）、「6. 農産加工品」

（6.9%）、「2. 水産加工品」（3.2%）、「8. 飲

料」（2.9%）などであり（表 5B、参考文献

2）、日本生協連データと比較すると、（1）

「10. 調理済み食品」は自治体データ

（58.2%）、日本生協連データ（41.6%）とも

に最も多く報告されており、（2）「6. 農産加

工品」および「2. 水産加工品」が上位 4 位

以内に入っていることも類似していた。し

かし、（3）自治体データでは「7. 菓子類」

（17.5%）が 2 位であるのに対し、日本生協

連データ（9.0%）では 5 位であった。また、

（4）「5. 農産食品」は日本生協連データ

（10.0%）と自治体データ（0.9%）とで顕著

な違いが見られた。 

 本研究の各種データにおける混入事例の

“件数”は、各食品の流通量や、消費者・事

業所による報告率に影響を受ける数値であ

るため、件数の“多・少”と“混入のしやす

さ”は必ずしも関連していない点に注意す

べきである。 

 

 

２．2 つの民間データ（日本生協連、イカリ

消毒）間における異物混入事例の比較 

 

 2 つの民間データ（日本生協連、イカリ消

毒）間の比較を行うにあたり、イカリ消毒提

供のデータ（主に食品の製造、加工、販売関

連の事業者から持ち込まれた事例）には異

物・食品の詳細情報が含まれておらず再分

類が不可能であったため、日本生協連提供

のデータ（異物・食品）をイカリ消毒の分類
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スキームに沿って再分類し、イカリ消毒デ

ータとの比較解析を行うことにした。イカ

リ消毒データには「硬質」「非硬質」の区別

が記載されていないため、日本生協連デー

タ（製造過程に起因する「硬質・非硬質」異

物混入事例）の全データが比較対象として

適切であると判断した。 

 日本生協連データは 2016～2018 年度の

3 年度分のデータであるが、令和 2 年度の

報告書に記載した通り、各年度における混

入異物および混入が見られた食品の内訳に

大きな違いは見られなかった（参考文献 3：

表 5 および図表 5 参照）。また、イカリ消毒

データに関しても、2015～2018 年の各年に

おいて混入異物および混入が見られた食品

の割合に大きな違いが見られなかった（参

考文献 3：図表 1 および図表 3 参照）こと

から、本研究では直近の 2018 年度の日本生

協連データと 2018 年のイカリ消毒データ

を代表例とし、これらの比較解析を行った。 

 

２−１．日本生協連データ（2018 年度分）

における混入異物（硬質・非硬質）をイカリ

消毒の異物分類スキーム（区分・項目）に従

い再分類 

 日本生協連データ（2018 年度分）におけ

る各混入事例の「結論」の詳細記述を参考に

して、イカリ消毒の異物分類スキーム（区

分・項目）に沿った再分類を行った（表 6）。

異物項目の「12_他の昆虫/成虫」と「13_他

の昆虫/幼虫」については、日本生協連デー

タの記載からはどちらとも判別がつかない

事例が 17 件あり、これらは両者を統合した

「12_他の昆虫/成虫；13_他の昆虫/幼虫」の

項目に分類した（表 6 の黄色ハイライト）。

異物を「区分」により再分類した場合と、

「項目」により再分類した場合の双方につ

いて集計を行った。 

 2018 年度の混入異物「区分」としては、

「食品由来」（23.6%）が最も多く、次いで

「動物由来」（23.4%）、「プラスチックなど」

（17.5%）、「その他」（15.0%）、「植物」

（12.1%）であった。 

 続いて 2018 年度の混入異物「項目」別の

内訳を見ると、「29_製品・原料の変成」

（20.9%）が最も多く、次いで「31_合成樹

脂」（16.7%）、「27_植物」（12.1%）、「22_ヒ

トの毛」（10.5%）、「39_その他・不明」（10.4%）

の順であった。 

 

２−２．日本生協連データ（イカリ消毒分類、

2018 年度分）とイカリ消毒データ（2018 年

分）における混入異物「区分」の種類と割合 

 日本生協連データ（イカリ消毒分類、2018

年度分）とイカリ消毒データ（2018 年分）

の異物混入事例について、異物「区分」の種

類と割合の比較を行った（表 7A）。 

 2018 年度分の日本生協連データにおけ

る異物混入事例 1,185 件の異物「区分」の

種類および割合は、「E_食品由来」（23.6%）、

「C_動物由来」（23.4%）、「G_プラスチック

など」（17.5%）、「I_その他」（15.0%）、「D_

植物」（12.1%）などであった。これに対し、

2018 年分のイカリ消毒データにおける異

物混入事例 30,279 件の異物「区分」の種類

および割合は、「G_プラスチックなど」

（20.7%）、「H_金属・鉱物」（15.8%）、「C_

動物由来」（15.2%）、「D_植物」（13.7%）、

「B_他の昆虫など」（12.0%）などであった。

両者を比較すると、（1）「E_食品由来」は日

本生協連データ（1 位、23.6%）では顕著で

あるのに対し、イカリ消毒データ（6 位、
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7.5%）ではそれほど多くない、（2）「H_金

属・鉱物」はイカリ消毒データ（2 位、15.8%）

では顕著であるのに対し、日本生協連デー

タ（7 位、1.5%）では極めて少ないなど、両

データの間に割合・順位の大きな違いが見

られた。他方、（3）「G_プラスチックなど」

はイカリ消毒データ（1 位、20.7%）と日本

生協連データ（3 位、17.5%）において順位

こそ違うものの、割合にそれほど違いは見

られず、（4）「D_植物」についてはイカリ消

毒データ（4 位、13.7%）と日本生協連デー

タ（5 位、12.1%）において順位および割合

が類似していた。（5）また、「G_プラスチッ

クなど」および「C_動物由来」の割合がそ

れぞれ 15%以上であり、かつ上位 3 位以内

である点で、日本生協連データとイカリ消

毒データは共通していた。 

 

２−３．日本生協連データ（2018 年度分）

とイカリ消毒データ（2018 年分）における

混入異物「項目」の種類と割合 

 異物分類についてさらに詳細な比較を行

うために、イカリ消毒スキームによる異物

「項目」の種類と割合について日本生協連

データ（2018 年度）とイカリ消毒データ

（2018 年分）の比較を行った（表 7B）。「12_

他の昆虫/成虫」と「13_他の昆虫/幼虫」の

異物項目については、日本生協連データに

は判別がつかない事例があったため、両者

を統合した「12_他の昆虫/成虫；13_他の昆

虫/幼虫」の項目で集計を行った。 

 2018 年度分の日本生協連データにおけ

る異物混入事例 1,185 件の異物「項目」の

種類および割合は、「29_製品・原料の変成」

（20.9%）、「31_合成樹脂」（16.7%）、「27_

植物」（12.1%）、「22_ヒトの毛」（10.5%）、

「39_その他・不明」（10.4%）などであった。

これに対し、2018 年分のイカリ消毒データ

における異物混入事例 30,279 件の異物「項

目」の種類および割合は、「31_合成樹脂」

（19.7%）、「27_植物」（13.7%）、「33_金属」

（11.8%）、「12_他の昆虫/成虫；13_他の昆

虫/幼虫」（8.2%）、「25_骨・甲殻・貝殻など」

（5.7%）などであった。 

 両者を比較すると、（1）「29_製品・原料

の変成」は日本生協連データ（1 位、20.9%）

では顕著であるのに対し、イカリ消毒デー

タ（14 位、2.0%）では少ない、（2）「22_ヒ

トの毛」は日本生協連データでは 4 位

（10.5%）であるのに対し、イカリ消毒デー

タ（12 位、2.3%）では少ない、（3）「33_金

属」はイカリ消毒データでは 3 位（11.8%）

であるのに対し、日本生協連データ（16 位、

0.8%）では著しく少ない、など両データの

間に割合・順位の大きな違いが見られた。他

方、（4）「31_合成樹脂」および「27_植物」

は、日本生協連データ（2 位（16.7%）およ

び 3 位（12.1%））とイカリ消毒データ（1

位（19.7%）および 2 位（13.7%））で順位

も割合も類似しており、（5）「12_他の昆虫/

成虫；13_他の昆虫/幼虫」および「25_骨・

甲殻・貝殻など」は、イカリ消毒データ（4

位（8.2%）および 5 位（5.7%））と日本生

協連データ（8位（3.2%）および 6位（9.3%））

で割合に多少の違いは見られるものの、ラ

ンキングの上位（10 位以内）に入っている

点は類似していた。 

 また、異物の「区分」ごとに各「項目」の

割合を見てみると、（1）「区分：他の昆虫な

ど」では両データで「12_他の昆虫/成虫；13_

他の昆虫/幼虫」が最も多く、（2）「区分：プ

ラスチックなど」では両データとも「31_合
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成樹脂」が大部分を占めた。しかし、（3）

「区分：動物由来」は、日本生協連データで

は「22_ヒトの毛」が最も多く、続いて「25_

骨・甲殻・貝殻など」であったのに対し、イ

カリ消毒データでは、「25_骨・甲殻・貝殻

など」が最も多く、続いて「26_動物組織」

であった。また、（4）「区分：食品由来」は、

日本生協連データでは「29_製品・原料の変

成」が多かったのに対し、イカリ消毒データ

では「28_複合・加工食品」の方が多くなっ

ていた。 

 

２−４．日本生協連データ（2018 年度分）

およびイカリ消毒データ（2018 年分）の異

物混入事例における異物混入食品の種類と

割合 

 日本生協連データ（2018 年度分）とイカ

リ消毒データ（2018 年分）の異物混入食品

を比較するために、日本生協連データの異

物混入食品をイカリ消毒の食品分類スキー

ム（18 項目、資料 1）に従って再分類した

（表 8A）。日本生協連データ（2018 年度分）

において異物の混入が見られた食品の種類

と割合で一番多かったのは「14_(N)冷凍加

工品」（20.8%）で、次いで「11_(K)パン・

菓子類」（17.3%）、「01_(A)水産・水産加工

品」（14.4%）、「05_(E)農産物・農産加工品」

（9.7%）、「10_(J)穀粉・麺・炊飯など」（8.6%）

であった。 

 次に、異物混入食品の種類と割合につい

て日本生協連データ（2018 年度分、1,185

件）とイカリ消毒データ（2018 年分、30,279

件）の比較を行った（表 8B）。（1）両デー

タ間の最も大きな違いとしては、イカリ消

毒データでは「16_(P)弁当・惣菜（日配品）」

の割合が 1 位であるのに対し、日本生協連

データでは「16_(P)弁当・惣菜（日配品）」

の割合が「14_(N)冷凍加工品」、「11_(K)パ

ン・菓子類」、「01_(A)水産・水産加工品」な

どよりも大幅に小さいことがあげられる。

これは CO-OP 製品の特徴を反映している

ものと推測された。（2）「16_(P)弁当・惣菜

（日配品）」を除けば、「14_(N)冷凍加工品」、

「11_(K)パン・菓子類」、「01_(A)水産・水産

加工品」の割合はそれぞれ上位 3 位までに

入る点で日本生協連データとイカリ消毒デ

ータは共通していた。これら 3 食品の割合

の合計は、日本生協連データでは 52.6%で

イカリ消毒データでは 31.8%と 20%ほどの

違いが見られた。（3）「11_(K)パン・菓子類」

は日本生協連データとイカリ消毒データで

割合に大きな違いは見られなかったが、

「14_(N)冷凍加工品」および「01_(A)水産・

水産加工品」については、日本生協連データ

の方がイカリ消毒データよりも割合が 2～

3 倍大きかった。 

 

 

Ｄ. 考察 

 

 自治体、イカリ消毒、および日本生協連か

ら提供されたデータは、それぞれ異なる集

計システム（項目、分類、集計方法）による

ものであるため、当初、相互の直接的なデー

タ比較は困難であった。本研究では、日本生

協連データを自治体もしくはイカリ消毒の

異物・食品分類スキームを用いて分類し直

すことで、「公共 vs 民間」および「民間 vs

民間」のデータ比較を可能とし、これにより

全国での食品への異物混入の実態の一部が

把握できたと考えられる。本来ならば、自治

体データ、イカリ消毒データ、日本生協連デ
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ータの 3 者全てを同一条件で比較したかっ

たが、（1）苦情申し出や検査依頼の対象者

が異なること、（2）提供されたデータに詳

細についての記述が含まれておらず再分類

できない場合があることなどから 3 者を比

較可能な単一システムに統一することはで

きなかった。自治体データ（調査票 2）は、

「異物混入の原因が事業所（製造・加工・調

理現場）に由来する事例」が対象であり、日

本生協連データの「製造過程に原因があっ

たと判断される事例」と比較可能と判断し

てこれらの比較を行なった。自治体データ

（調査票 2）が「硬質」異物混入の事例のみ

を対象としていたため、日本生協連データ

も「硬質」異物混入事例のみを抽出して集計

した。また、イカリ消毒データは「異物混入

が事業所に由来することは確認されていな

いが、依頼者が主に製造、加工、販売関連の

事業者」であることから、日本生協連データ

の「製造過程に混入の原因があったと判断

される事例」と比較可能と判断した。イカリ

消毒データでは「硬質」「非硬質」の事例が

混在しており区別できないため、日本生協

連データも全データ（硬質・非硬質）につい

て比較を行なった。HACCP を推進してい

く上で、健康被害に繋がる「硬質」異物への

対策は重要であると考えられ、一般に異物

混入事例のデータに「硬質」「非硬質」の記

載があれば、異なる集計システム間での「硬

質」異物の比較が可能になると思われる。 

 本分担研究で今まで別々に解析を行なっ

てきた 3 種類のデータ（自治体、イカリ消

毒、日本生協連）を今回相互に比較すること

ができ、これによりデータ間の相違や共通

性を見出すことができた。（1）自治体デー

タと日本生協連データでは「動物性異物－

その他（骨などが含まれる）」、「植物性異物」、

「金属」などで両者間に大きな違いが見ら

れた。「金属」の混入は日本生協連データで

大幅に少なくなっていた。これに関しては、

“製造過程に混入の原因があるとの確認が

取れた”事例のみからなるというデータ上

の制約が、日本生協連のデータにより強く

影響した結果である可能性がある。また、

（2）日本生協連データとイカリ消毒データ

では「食品由来」と「金属・鉱物」で割合の

大きな違いが見られたが、「プラスチックな

ど」、「植物」、「動物由来」については割合が

類似しており、これらの異物がいずれの集

計システムにおいても共通して重要な混入

異物であることが示唆された。本研究での

比較結果は、今後の HACCP の検証・支援

を行う際の参考データとして利用可能と考

えられる。 

 本研究における“事例の件数”は「食品の

流通量 × 異物の混入率 × 消費者・事業

所による報告率」で決まる数値であり、各食

品の流通量に影響を受けている。従って“件

数の多さ”が単純にこれらの食品への異物

混入が“起きやすい”ことを必ずしも意味し

ない点に注意すべきである。また、日本生協

連に関しては、組合員が配達員を通して意

見・苦情を気軽に伝えやすい環境にあるた

め、自治体やイカリ消毒には報告されない

種類・程度の異物も集計される可能性があ

る。 

 本研究で、全国における食品への異物混

入の被害実態を把握するためには、事例数

の多少に関わらず、1 種類の集計システム

だけでは不十分であることが示唆された。

現在のところ、各々の集計システムでは、そ

れを利用する組織・機関にとって便利な分
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類基準が使用されている。将来的に他の集

計システムとの比較に利用することを視野

に入れるためには、「苦情申し出者（製造・

加工・販売・一般消費者など）」、「混入工程」、

「異物名」、「食品名」、「硬質」、「非硬質」な

どの項目に、何らかの統一された共通の分

類基準が必要だと思われる。 

 

 

Ｅ. 結論 

 

 本研究で、自治体および民間機関（イカリ

消毒、日本生協連）から提供された食品への

異物混入事例の相互比較解析から、異物混

入被害に関わる異なる集計システムの相違

点・類似点が把握できた。また本研究によ

り、全国における食品への異物混入被害実

態を把握するためには、複数の集計システ

ムが必要であること、および分類基準の統

一もしくは再集計可能な分類基準の追加が

必要であることが再確認された。これらの

情報は、今後、食品への異物混入の集計シス

テムを構築・改善する際の参考データとし

て活用できると共に、食品事業者への

HACCP 指導時に参照可能な異物混入実態

データとして活用することが可能と考えら

れる。 

 

 

（参考文献） 

 

1. 平成 28年度厚生労働科学研究費補助金

（食品の安全確保推進研究事業）【広域・

複雑化する食中毒に対応する調査手法

の開発に関する研究（研究代表者：砂川

富正）】分担研究報告書「全国における

食品への異物混入被害実態の把握」 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2016/16

3031/201622005A_upload/201622005

A0012.pdf 

 

2. 令和元年度厚生労働科学研究費補助金

（食品の安全確保推進研究事業）【小規

模事業者等における HACCP 導入支援

に関する研究（研究代表者：五十君靜信）】

分担研究報告書「全国における食品への

異物混入被害実態の把握（平成 28 年 12

月～令和元年 7 月）」 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/19

3031/201924027A_upload/201924027

A202007241010506230008.pdf 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/19

3031/201924027A_upload/201924027

A202007241447442970011.pdf 

 

3. 令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金

（食品の安全確保推進研究事業）【小規

模事業者等における HACCP 導入支援

に関する研究（研究代表者：五十君靜信）】

分担研究報告書「食品への異物混入被害

状況の把握（民間データ：平成 27 年 1

月～平成 31 年 3 月）」 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/project/149167 

 

4. 令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金

（食品の安全確保推進研究事業）【小規

模事業者における HACCP の検証に資

する研究（研究代表者：五十君靜信）】

61

https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2016/163031/201622005A_upload/201622005A0012.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2016/163031/201622005A_upload/201622005A0012.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2016/163031/201622005A_upload/201622005A0012.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2016/163031/201622005A_upload/201622005A0012.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241010506230008.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241010506230008.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241010506230008.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241010506230008.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241447442970011.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241447442970011.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241447442970011.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/193031/201924027A_upload/201924027A202007241447442970011.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/149167
https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/149167


分担研究報告書「民間データに基づく食

品への硬質異物混入被害状況の把握」 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/report_

pdf/06%20R3 分担報告書【異物混入】

窪田 P.pdf 

Ｆ. 研究発表 

１．論文発表 

２．学会発表 

1. Kunihiro Kubota, Masaru Tamura,

Yoshinori Mizoguchi, Yuko Kumagai,

Masanori Imagawa, Sachie Nakaji,

and Hiroshi Amanuma. Food

Contamination Incidences by Foreign 

Materials (FMs) Reported in Japan, 

2016-2019. IAFP2023 （ July 16-19, 

2023 Toronto, Ontario, Canada） 

2. 田村 克、佐藤邦裕、黒神英司、足立真

由、寺嶋 昭、田近五郎、村杉 潤、藤村

晶、熊谷優子、溝口嘉範、天沼 宏、五

十君靜信、窪田邦宏. 食品への異物混入

被害状況の把握（民間データ：2015 年

1 月～2019 年 3 月）. 第 119 回日本食

品衛生学会学術講演会（2023 年 10 月

12～13 日、東京）

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

62

https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/06%20R3分担報告書【異物混入】窪田P.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/06%20R3分担報告書【異物混入】窪田P.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/06%20R3分担報告書【異物混入】窪田P.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/06%20R3分担報告書【異物混入】窪田P.pdf


 

 

（資料 1）自治体、イカリ消毒、日本生協連による食品の分類 
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（資料 2）自治体、イカリ消毒、日本生協連による混入異物の分類 
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表 1：日本生協連データの硬質異物混入事例における混入硬質異物の種類と割合（自治体分類、2016～2018

年度） 
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表 2A：自治体データ（4 年度分）と日本生協連データ（自治体分類、3 年度分）における混入硬質異物の種類

と割合 

 

 

 

表 2B：自治体データと日本生協連データ（自治体分類）における混入硬質異物の種類と割合（2018 年度） 
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表 2C：同上（2017 年度） 

 

 

 

表 2D：同上（2016 年度） 
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表 3A：自治体データの「鉱物性異物－金属」混入事例における食品の内訳（2016～2019 年度） 

表 3B：自治体データの硬質異物混入事例と「鉱物性異物－金属」混入事例における食品の内訳（4 年度分） 
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表 4A：日本生協連データの「動物性異物－その他」混入事例における異物の内訳（2016～2018 年度） 

 

 

表 4B：日本生協連データの「動物性異物－その他」混入事例における食品の内訳（2016～2018 年度） 

 

 

表 4C：日本生協連データの硬質異物混入事例と「動物性異物－その他」混入事例における食品の内訳（3 年

度分） 
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表 5A：日本生協連データの硬質異物混入事例における食品の種類と割合（自治体分類、2016～2018 年度） 

 

 

表 5B：自治体データ（4 年度分）と日本生協連データ（自治体分類、3 年度分）の硬質異物混入事例におけ

る食品の種類と割合 
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表 6：日本生協連データの異物混入事例における混入異物（硬質・非硬質）の種類と割合（イカリ消毒分

類、2018 年度） 
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表 7A：日本生協連データ（イカリ消毒分類、2018 年度分）とイカリ消毒データ（2018 年分）の異物混入事

例における異物「区分」の種類と割合 

表 7B：日本生協連データ（イカリ消毒分類、2018 年度分）とイカリ消毒データ（2018 年分）の異物混入事

例における異物「項目」の種類と割合 
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表 8A：日本生協連データの異物混入事例における食品の種類と割合（イカリ消毒分類、2018 年度分） 

表 8B：日本生協連データ（イカリ消毒分類、2018 年度分）とイカリ消毒データ（2018 年分）の異物混入事

例における食品の種類と割合 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「小規模事業者におけるHACCPの検証に資する研究」 

令和５年度分担研究報告書 

オーストラリアの食品小規模事業者における衛生管理の運用状況の調査

研究分担者 窪田邦宏  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室長 

研究協力者 溝口嘉範  広島女学院大学人間生活学部管理栄養学科准教授 

天沼 宏  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室 

田村 克  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室 

研究要旨： 平成 30 年 6 月に食品衛生法等が改正され、原則として全ての食品等

事業者に対して HACCP に沿った衛生管理の実施が制度化され、令和 2 年 6 月 1

日から施行された。小規模事業者等に対してコーデックスが規定するHACCPの導

入をそのまま義務づけることは困難であり、小規模事業者等に対する弾力的な運用

が行われているが、施行後においても弾力的な運用についての検討および科学的知

見の提供等の支援が必要である。 

 本分担研究では、食品業種ごとの海外における制度の運用状況を把握するため、

本年度はオーストラリアの小規模施設における HACCP や食品衛生管理に係る制

度の運用状況について調査、分析・評価を行い、我が国における制度化にあたり、

弾力的に運用すべき事項を検討した。オーストラリア、ニューサウスウエールズ

（NSW）州のシドニー市カウンシル（自治体）、パラマタ市カウンシル、トゥイー

ド・シャイア・カウンシルのマーウィランバ市を訪問し、小規模食品取扱い事業者

（以下、小規模事業者とする）に対する監視指導の状況に関する調査を行なった。 

オーストラリアでは州と契約したカウンシルが小規模事業者に対し監視指導を

行う。食品事業者の自主的な衛生管理を基本としており、監視指導により、まずは

自主的な改善を促すが、改善しない場合は罰金を適用して改善させていた。監視結

果に関しては、各カウンシルによって多少ことなるものの、タブレット端末もしく

は事務所に戻ってから PCに入力することでNSW州の報告システムに入力され、

各カウンシル間の監視指導数および処分数等を比較して指導を行うことにより平

準化が図られていた。食品衛生監視員に対する教育は州が責任を持ち、研修プログ

ラム及び研修費は州が負担していた。職位に応じた対面での研修を基本とするが、

専用教育サイトでも資料や動画を配信しており、対面での受講ができない監視員も

受講ができる体制をとっていた。教育を通じ監視の指導の平準化が図られていた。

監視結果は 3 段階に評価され各事業者のドアに貼る監視指導結果標章掲示プログ

75



 

 

ラム”Scores on Doors”で消費者が入店前に確認できるようになっていた。さらに

消費者は食品事業者に対する処分結果等を”Name and shame”というオンラインで

閲覧できるようにすることで消費者が把握することが可能で、事業者の意識向上に

も役立つとのことであった。日本においても同様のシステムが効果的に働く可能性

が示唆された。 

 日本においても食品分野ごとの手引書をもとにした衛生管理指導を行う際に、小

規模事業者に対する HACCPの考え方に基づく衛生管理指導として、温度管理やメ

ニューに応じた注意点の実施及び記録等比較的理解が得られやすく負担の少ない

部分の指導を中心としてHACCPの概念の理解を推進し、これにより事業者の衛生

管理に対する意識向上や問題点の改善意欲を高めることが可能になると期待でき

る。 

 

Ａ. 研究目的 

平成 28年 3月より「食品衛生管理の国

際標準化に関する検討会」において

HACCPの制度化のための具体的な枠組み

の検討が行われ、同年 12月に最終取りま

とめが公表された。これを受け、平成 30

年 6月に食品衛生法等が改正され、原則と

して全ての食品等事業者に対して HACCP

に沿った衛生管理の実施が制度化され、令

和 2年 6月 1日から施行された。一方、小

規模事業者等に対してコーデックスが規定

するHACCPの導入をそのまま義務づける

ことは困難であり、小規模事業者等に対す

る弾力的な運用が行われているが、施行後

においても弾力的な運用についての検討お

よび科学的知見の提供等の支援が必要であ

る。本研究では、HACCP の弾力的運用を

必要とする小規模事業者等が手順書の作成

や製造過程の検証手法の検討等に必要とす

る科学的知見の収集、整理、提供を行うこ

とを目的とした。本分担研究では、海外に

おける食品業種ごとのHACCP制度の運用

状況を把握するため、本年度はオーストラ

リアにおけるHACCP制度の運用状況につ

いて調査、分析・評価を行い、我が国にお

ける弾力的な運用について検討した。 

 

 

Ｂ. 研究方法 

 令和 5 年 10 月 1 日～8 日に、オースト

ラリア、ニューサウスウェールズ州農林水

産省（NSW DPI : New South Wales 

Department of Primary Industries）、を訪

問し、ニューサウスウェールズ州における

食品衛生監視に関する全体の説明、各カウ

ンシル（地方自治体）との連携、監視員の

教育プログラム等に関する情報を得た。ま

た、実際の食品衛生監視指導に関しては、

シドニー市カウンシル（人口約 23 万人）、

パラメタ市カウンシル（人口約 27 万人）、

トゥイード・シャイア・カウンシル（人口

約 9 万 7 千人、マーウィランバ市人口約 1

万人）で、レストラン等合計７件の小規模

事業者に対する監視指導および監査の状況

を調査した。各カウンシルの通常監視業務

の一環としての小規模事業者に対する監視

指導に同行し、実際の監視指導の内容、

HACCP の導入状況、HACCP の考え方に

基づく衛生管理の内容等を調査した。また
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担当者との議論から、NSW DPIの役割や、

HACCP の考え方に基づくリスクベースの

監視指導の実態、食中毒対応、食品衛生監

視員の教育等について調査を行った。 

 

 

Ｃ. 研究結果 

 

食品衛生監視員による監視指導 

 

○監視指導の管轄および実際 

 オーストラリアでは食品規格基準の制定

はオーストラリア・ニュージーランド食品

基準局（FSANZ）、輸入検疫等は農業・漁

業・森林資源庁（旧オーストラリア検疫庁）

といった国（連邦）の機関が担当している。

州内の食品衛生行政については各州が責任

を持ち、現場の実際の食品衛生監視業務は

州と契約した各カウンシルが担当する。そ

の監視結果や指導内容に関しては州として

ニューサウスウェールズ州農林水産省

（ NSW DPI : New South Wales 

Department of Primary Industries）、ニュ

ーサウスウェールズ州食品担当機関（NSW 

Food Authority）、ニューサウスウェールズ

州保健機関（NSW Health）が総括してい

る。NSW Food Authorityは NSW DPI傘

下にあり、かつ同一建物内にあることから、

連携が密であることから食中毒アウトブレ

イク発生時等には原因食品の生産段階への

トレーサビリティーも含めた調査が迅速に

実施可能とのことであった（資料１）。食中

毒アウトブレイクの調査は州が行ない、そ

れに当該施設を担当した各カウンシル担当

者が情報提供等で協力する形となる。また

州はリスク対策の行政施策の導入やその評

価、規格基準の導入、消費者および食品事

業者の教育も担当している。また各カウン

シルの監視員の指導内容に差がでないよう

に、各カウンシルでの監視指導結果の評価

や定期的な監視員研修等も州でおこなって

いる。監視員の研修プログラム及び研修費

は州が負担していた。職位に応じた対面で

の研修を基本とするが、専用教育サイトで

も資料や動画を配信しており、対面での受

講ができない監視員も受講ができる体制を

とっていた。 

 NSW Food Authority（州）の職員数は

125 人（うち 87 人がフルタイム）、NSW

に 128あるカウンシル（資料２）全体の職

員数は 503人（うち 183人がフルタイム）

であった。人口に応じて各カウンシルに監

視員の数は異なっている。また監視員は食

品衛生監視だけではなく、騒音や大気など

環境の監視も担当している。 

 NSW州における食品・飲料関連施設は 6

万件（うち農場が 2万 4千件）であり、99%

が小規模もしくは中規模の事業者であり、

40 万人が雇用されているとのことであっ

た。 

 監視指導対象はリスクベースで選別され

ており、NSW 州に約 7 千件ある低リスク

施設（コンビニ、キオスク、果物屋、酒屋、

家庭で少量の食品を調理する食品事業者等、

食中毒アウトブレイクが発生する可能性が

低い施設）には監視指導は消費者からの苦

情等がない場合には毎年は実施していなか

った。NSW 州に約 2 万 4 千件ある中リス

ク施設（カフェ、レストラン、スーパーマ

ーケット等、調理を伴うことで食中毒アウ

トブレイクが発生する可能性がより高い食

品提供施設）は 6ヶ月から 1年毎の監視指
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導を実施していた。NSW 州に約 1 万 6 千

件ある高リスク施設（高齢者施設、病院、

保育所等、生卵や燻製肉を取り扱う施設、

真空調理を行う施設、大規模調理施設等）

は施設の状態により 4ヶ月から 1年毎の監

視指導を実施していた。 

 各カウンシルの監視員が実施するにあた

り、NSW 州と各カウンシルの間で食品行

政 連 携 協 定 （ Food Regulation 

Partnership）が締結されており、その契

約内容に基づいて監視指導の実施や州への

報告等が行われている。情報共有のために

128 のカウンシルは 16 の地域グループに

分けられ、地域グループ毎に会議を 1年に

3 回開催している。それに加えて州と地域

グループの間の連絡会議を 1年に 3回開催

している。これらとは別に管理者会議を 1

年に 1回開催することで情報共有を図って

いる。NSW 州が監視員のトレーニングと

して各カウンシルから監視員を受け入れ、

年に 3回の講習会を実施しており、必要に

応じて追加講習も実施している。連携協定

にもとづき各カウンシルは無料で NSW 州

が開催する食品サーベイランス認定資格監

視員講習が受講可能であり、22項目のトレ

ーニングをこなす 1 年のプログラムと丸 1

日のワークショップで資格取得が可能とな

っている。各カウンシルから毎年 25-30人

が参加しているとのことであった。 

 連携協定により、カウンシル間の監視指

導の平準化、監視指導結果報告書の統一化、

監視員トレーニングの義務化による知識と

技術の向上、監視指導結果を 3段階で示し

た食品取扱施設の監視指導結果一般公開シ

ステム”Scores on Doors program（資料

３）”への参加やその平準化等の効果がある

とのことであった。 

 

 また、監視指導結果や処分内容は一般消

費者が閲覧可能な食品取扱施設の指導・処

分内容一般公開サイト”Name and shame

（https://www.foodauthority.nsw.gov.au/o

ffences）”に掲載される（資料４）。 

 監視指導結果の入力方法はカウンシルご

とに異なっていた。独自アプリとクラウド

を活用しているカウンシルもあれば、紙ベ

ースで報告書を作成し（資料５）、事務所に

戻った後に NSW 州の行政機関専用報告サ

イトに入力しているカウンシルもあるとの

ことであった。 

 NSW 州の行政機関専用報告サイトに集

約されたデータは即時解析され、カウンシ

ルごとの監視指導数やその結果の比較を行

うことでカウンシル間での監視指導内容の

平準化や大きな差異が生じた場合には

NSW 州からカウンシルに連絡して特別な

ことが起きていないか等を確認していた

（資料６）。 

 NSW州では冷蔵保存は 5℃以下、高温保

存は 60℃以上が求められている。また調理

後 4時間以内であれば常温保存後提供が許

されており、常温保存された時間が 2時間

以内であれば再冷蔵することが許されてい

る。 

 

監視指導装備について 

 

監視指導時の基本装備 

 

 監視指導時に監視員はカウンシルから支

給される以下装備を携行する（スマートフ

ォンは私物の場合もあり、監視指導結果を
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紙で記載し事務所に戻ってからパソコンで

入力する監視員もいる）。 

1. 身分証 

2. 温度計（表面、中心）（写真１） 

3. 温度計消毒用アルコール綿（写真２） 

4. 懐中電灯（写真３） 

5. 監視結果入力用スマートフォンもしく

はタブレット端末（写真４） 

 

監視指導の手順 

監視指導は基本 1 人でおこなう。新規採

用監視員の研修中は指導役監視員と 2 人 1

組となって実施する。 

 

食品アレルギー対応 

 オーストラリアでは食品事業者が消費者

に求められた際に含まれているアレルゲン

の説明を即座にできることが必須であり、

カウンター側の説明表や管理簿に提供する

食品に関するアレルゲンの情報を記載する

ように指導している。監視指導の最初に、

その確認をおこなっていた。 

 

各カウンシルにおける監視指導実態 

 

A. シドニー市カウンシル 

 シドニー市カウンシルでは食品事業者は

4500施設を担当していた。監視員は環境衛

生監視員という立場であり、水泳プールの

衛生管理、騒音や大気等に関する監視指導

も担当し、食品衛生監視は 5チームに分か

れており、同じ監視員が特定の店舗をずっ

と担当しないように定期的にチームごとに

担当地域を変更するようにしていた。シド

ニー市カウンシルでは年間で約 3,000件の

小規模食品事業者の立入監視指導をおこな

っていた。監視員は週に 3回事務所に出勤

し、週 2回は在宅勤務となっていた。各監

視員は週 6件の監視指導を期待されており、

監視指導結果は支給されているタブレット

もしくは各人のスマートフォンに入力し、

クラウド上のデータベースに入力されて管

理していた。クラウド管理会社の助けを借

りつつ、シドニー市カウンシルが自作した

管理アプリおよびそのデータベース構築は

クラウド管理会社と契約しており、自前で

データベースサーバーを用意するより安価

かつ、アプリ作成方法指導から始まるサポ

ートが手厚いとのことであった。このシス

テムはシドニー市カウンシル独自のもので

あり、カウンシル毎に監視指導結果の集約

方法は異なるとのことであった（写真５、

６、７）。監視指導結果には店舗の責任者の

了承のサインをもらい、その結果により

「Scores on Doors」の評価が決定され、次

回監視までの期間が決定されるとともに入

口での掲示が認められていた（写真８）。現

時点では「Scores on Doors」の掲示は義務

ではないものの、事業者が来客者へのアピ

ールのために Excellent をもらってそれを

掲示できるよう、自ら衛生管理向上に努力

する効果がみられるとのことであった。 

 高リスク施設のうち病院、老人ホーム、

保育施設等の特に高リスクな施設は 6ヶ月

毎、その他の高リスク施設は 12 ヶ月に一

度、中リスク施設は 18 ヶ月の監視頻度で

あった。調理を行わず、パッケージを開封

せずに販売を行う施設等は低リスク施設に

分類されていた。監視指導結果で指摘事項

が多い場合には次回監視を早めるとのこと

であった。 
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A-1. ハンバーガーショップ 

 シドニー市内中心部にあるショッピング

モール内にあるハンバーガーショップ。座

席数は約 30席。ソフトクリーム等も販売。 

 

指摘事項等 

・ 手洗い場でお湯が出るかを確認。オー

ストラリアでは手洗い場でお湯がでる

ことが必須である（写真９）。 

・ 冷蔵室の床に直に食材を置いていたた

め床から 5cm以上あげたところに置く

ように指導（写真１０）。 

・ 冷凍肉パティを解凍のためにガスコン

ロのそばに出していたため、放射温度

計で測定。出してからどのくらいの時

間が経っているかを質問。冷蔵庫で解

凍するよう指導（写真１１）。 

・ グリルからの油滴が隣の棚をつたって

調理台の上まで垂れており、その下に

はレタス等の具材が剥き出しであった

ため棚を掃除するよう指導（写真１２）。 

・ 中心温度計があるか、使い方がわかっ

ているかを確認したところ、アルバイ

トの女性の認識不足を確認。使用法を

確認するよう指導。 

・ 使用前紙コップは全てビニールにはい

っているため問題なし。 

・ アレルゲン表示パンフレットは注文カ

ウンターの横に掲示してあり、アルバ

イト店員に確認したところパンフレッ

トに沿って説明可能であった（写真１

３）。 

・ 手洗い場の前に物が山積みになってい

たためどかすように指示。 

・ 責任者が不在だったため携帯電話で連

絡して指摘事項を伝達。電子メールに

て報告書を送付するので、了承の返信

をするように依頼（写真１４）。 

・ 上記種々の問題があったため「Scores 

on Doors」評価は星 3つ（Good）とな

った。マネージャーが電話でなんとか

星 5つ（Excellent）が貰えないかと相

談された。次回の監視指導が来るのは

比較的短期間になるためその時までに

指摘事項が改善していれば星 5 つが貰

えると説明。 

 

A-2. ステーキハウスレストラン 

 シドニー市内中心部にある海沿いのレス

トラン。従業員数約 20 人。席数は 500 席

くらいだが、許可上は最大で約 1,000人ま

で収容可能とのこと。1 階はバー、2 階が

レストランとなっている。厨房は 1 階と 2

階と 2ヶ所あり普段は 1階のみの使用であ

るが混み合う時間には 2階でも調理を行う。

ステーキタルタル（生肉）の提供はなく、

焼き物のみの提供。 

 

指摘事項等 

・ 食材のアレルゲンの対応表を確認。各

料理についてきちんと記載されていた

（写真１５）。 

・ 食材の温度管理確認（中心温度計使用）

（写真１６）。 

・ 保温棚の温度確認。60℃以上であれば

問題なしのところ 67℃であった。 

・ 中心温度計が電池切れで動かなかった。

予備の温度計は問題なく動作した。電

池を交換するよう指導。 

・ 冷蔵室の温度管理確認（写真１７）。 

・ プレハブ冷蔵室ではドリップが落ちて

いるので掃除するよう指導。温度管理
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は問題がなかった。 

・ スライサーの管理について毎日閉店後

に分解掃除していることを確認。 

・ 厨房の扇風機に埃が溜まっているため

掃除するように指導。 

・ 炭火を使用しており、燻製器もあった

ため排気に関して問題がないかドラフ

トを確認し、問題がないことを確認。 

・ 冷蔵庫内の食材の消費期限の管理は色

分けラベル付してわかりやすく行われ

ていた（写真１８）。 

・ ピザソースの温度管理確認。5℃以下で

ある必要がある（写真１９）。 

・ 建物内ごみ集積所の大型ゴミ箱にゴミ

が入りきらずに蓋が開いていることを

指摘。そ族対策のために空きがあるゴ

ミ箱に入れてきちんと蓋を閉めるよう

指導（写真２０）。 

・ 手洗い場の一つが荷物置き場となって

おり使用できなかったためどかすよう

指導（写真２１）。 

・ 前回指導した部分の改善を確認しよう

としたところ、マネージャが変わって

おり前任者から引き継がれていないと

のことであった。 

 

B.パラマタ市カウンシル 

 パラマタ市カウンシルでは、高リスク施

設は年に 2 回、中リスク施設は年に 1 回、

低リスク施設は苦情が来た時のみ監視指導

していた。監視指導は全て有料であり、高

リスク施設では事業登録料等が高く設定さ

れるとともに監視頻度が高くなっていた。

また監視において問題を指摘されて追加監

視が必要になると追加で料金が発生するよ

うになっていた。食品事業登録にかかる料

金、監視指導にかかる料金、追加監視指導

の料金はカウンシル毎に設定されており、

パラマタ市における金額を一例として資料

に示す（資料７）。 

 

B-1. レストラン 

 駅に通じる通路内にあるパンケーキやサ

ンドイッチ等を提供するレストラン、席数

30席。従業員 2-3人。 

 

指摘事項等 

・ 食品衛生責任者証を確認（写真２１）。 

・ 製氷器にカビが発生していないかを確

認（写真２３）。製氷器のスクープが製

氷機中の氷の上に置かれていたため、

製氷機の外のスクープ置きに置くよう

指導。 

・ アレルギー対応のためまな板を分ける

よう指導。 

・ 食洗機に汚れやカビがあったため指導

（写真２４）。 

・ 冷蔵庫内の食材の温度を確認（問題な

し）。扉の取手が汚れていたため洗浄す

るよう指導。 

・ テイクアウト用容器の包装が開いてい

たため汚れが入らないよう指導。 

・ 使用している食洗機の洗剤に問題がな

いかを確認（写真２５）。 

・ 食品事業者の温度計が動作することを

確認（写真２６）。 

 

B-2.タイ料理店 

 ショッピングセンターのフードコート内

のタイ料理店。従業員数 6人。 

 

指摘事項等 

81



 

 

・ 食品事業者の温度計の確認および使用

方法理解の確認。食材の温度も確認。

（写真２７）。 

・ 缶切りの汚れを確認したが問題なし。 

・ お金を扱う人と食材を扱う人を分けて

いるのは良いと指摘。 

・ 陳列保温カウンターの食材の温度確認。

68.8℃と 60℃以上であったので問題な

し。食品を提供する際に温度が下がる

ので注意するよう指導（写真２８）。 

・ 炊飯器の温度を確認。壁の木材は異物

混入の原因になるので推奨されないが、

木片が入らないようその近くに食材を

置かないように指導（写真２９）。 

・ Vegan 用料理のフライパンは別にして

管理していた。まな板等も同様に別に

用意していた（写真３０）。 

・ ピーナッツを使用しているメニューが

多いため注意するように確認。調理器

具も鍋も分けているとのことであった。 

・ 顧客が勝手にスプーン等に触れないよ

う場所に置いてあるのを確認。 

 

C.トゥイード・シャイア・カウンシル 

 トゥイード・シャイア・カウンシルには

600 件の食品事業者があり、そのうち 430

件が高／中リスク事業者である。そのため

年間約 430 件の監視指導を 15 人の監視員

で行なっている。食品取扱施設に関しては

1人年間約 70件を担当している。食品だけ

でなく環境、大気や騒音の監視も担当する

ためかなり忙しいとのことであった。食中

毒調査は基本的には NSW 州の監視員が実

施するが、NSW 州は広いうえに本カウン

シルはシドニーから遠いところが多いため、

カウンシルの監視員が調査協力を依頼され

ることもある。 

 資料にトゥイード・シャイア・カウンシ

ルで 2022 年度に実施した食品衛生監視の

主な食品事業者の位置を示す。中央位置が

保健所のあるマーウィランバ市である（資

料８）。我々が同行した監視員は支給された

タブレット端末で監視指導を行っていた

（写真）。 

 

C-1. キッチンカー 

 田舎道の道路脇に置かれたキャンピング

カーに自宅から水道、電気、ガスを引いて

営業しているキッチンカー。屋外テーブル

1つ（5席）。以前はホットサンド等も提供

していたが、現在はクッキーしか提供して

いない。 

 

指摘事項等 

・ 食品衛生責任者証を確認したところ産

休中の娘のもので、年配の母親が代わ

りに店を運営していた。オンライン講

習を受講して食品衛生責任者登録をす

るように指導。 

・ キッチンカー内に慣れた感じで大型犬

の飼い犬が入ってきたので入ってこら

れないよう柵をつけるように指導。 

・ キッチンカーの手洗い場に布の布巾し

かないため、使い捨てのペーパータオ

ル等を用意するよう指導（写真３１）。 

・ 冷蔵庫のパッキンが壊れているので修

理するよう指導（写真３２）。 

・ 牛乳等を保存している冷蔵庫が不調で、

上の段は冷えていなかった。修理が終

わるまで冷えている下の段に移すか、

パッキンの破れている冷蔵庫の方がし

っかり冷えていたのでそちらに移すよ

82



 

 

うに指導。（写真３３）。 

・ ホットサンドの販売を再開したいとい

う相談を受け、ドラフトの掃除と動作

確認を専門業者に頼むように指導。 

・ 窓のパッキンが破損しており、虫や埃

の侵入を防ぐために修理するよう指導

（写真３４）。 

・ 急に娘から引き継いだため年配の母親

は食品衛生管理に関して詳しくはなく、

監視員は機材の洗浄方法など、運用上

の細かい注意点も親身に指導していた。 

 

C-2. カフェレストラン 

 海沿いのリゾートエリアのカフェレスト

ラン。軽食とケーキやアイスクリームを提

供。席数 30席。 

 

指摘事項等 

・ 冷蔵ショーケース内のケーキやお菓子

の温度を測定（写真３５）。 

・ ケーキ類のアレルゲン表示を確認（写

真３６）。 

・ 事業者が使用していた温度計が故障し

ていたため、新規で買い直す際に中心

温度計付きの方を購入することを推奨

（写真３７）。 

・ ドラフトの錆が出ているので食品への

異物混入をふせぐために磨くよう指導。

（写真３８）。 

 

C-3. ベーカリーレストラン 

 海沿いのリゾートエリアのパン屋。軽食

とパンやパイ等を提供。席数 30席。 

 

指摘事項等 

・ 客が自分でパン等を取ることができる

場合には常時監視できるスタッフを一

人置くように指導（写真３９）。 

・ 冷蔵庫中で肉製品の下にパンが置かれ

ていたため配置を変えるよう指導（写

真４０）。 

・ 換気扇と天井に隙間ができており虫や

鼠族の侵入を防ぐために隙間を塞ぐよ

う指導（写真４１）。 

パンの上の扇風機が埃まみれだったため掃

除するよう指導（写真４２）。 

 

Ｄ. 考察 

 オーストラリアの NSW 州では食品事業

者自身の衛生管理を基本としており、監視

指導は罰則を適用して改善させるよりも、

あくまでアドバイスを行い自主的に改善し

てもらうことに主眼を置いていた。基本的

な衛生管理に加えて温度管理に重きを置き、

監視指導においては食材の温度管理に関す

ることが重要となっていた。監視に同行し

た各事業者も監視指導に協力的であった。

監視結果は監視指導結果一般公開システ

ム”Scores on Doors “により施設入口に結

果を掲示することが可能となり、消費者へ

の宣伝の一貫として事業者の衛生状態改善

意識の改善に役立っていた。また、食品取

扱施設の指導・処分内容一般公開サイ

ト”Name and shame”に名前が載らないよ

うにするための改善努力も見られた。 

 

Ｅ. 結論 

 オーストラリアの NSW 州では小規模事

業者においてHACCPの考え方に基づくリ

スクベースの衛生管理で監視指導が実施さ

れており、予告なしの定期的な監視指導の

中で食品の中心温度等の測定数値等の科学
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的根拠に基づきリスクを適宜説明し、その

対策方法を指導するというリスクベースの

指導方法を取っていた。定期的な監視指導

および違反時の追加監査等の継続的な指導

は事業者の理解を深めるために有効である

と考えられた。 

 日本においても小規模事業者に対する

HACCP の考え方に基づくリスクベースの

衛生管理の一環として、例えば定期的な監

視、速やかな再監視の実施、監視間隔の短

縮等により不適事項を減少させる改善が可

能となると思われる。また監視指導内容を

中心温度等の数値を活用することにより科

学的に説明することによって、食品事業者

の衛生管理に対する意識向上や問題点の改

善意欲を高めることが可能になると期待で

きる。 

 米国、フランス、デンマーク、オランダ

と同様、オーストラリアにおいても食品衛

生行政への信頼性向上のため、消費者に監

視結果を公表するシステムを構築しており、

食品事業者自らの改善意欲の向上に貢献し

ていた。我が国においても同様の効果があ

る可能性があり導入を検討する価値がある

と思われる。 

 食品衛生監視員に対する教育は州が責任

を持ち、研修プログラム及び研修費は州が

負担していた。職位に応じた対面での研修

を基本とするが、専用教育サイトでも資料

や動画を配信しており、対面での受講がで

きない監視員も受講ができる体制をとって

いた。教育を通じ監視の指導の平準化が図

られていた。 

 また日本においても衛生管理指導を行う

際に、小規模事業者に対する HACCPの考

え方に基づく衛生管理指導として、温度管

理やメニューに応じた注意点の実施及び記

録等比較的理解が得られやすく負担の少な

い部分の指導を中心としてHACCPの概念

の理解を推進し、これにより事業者の衛生

管理に対する意識向上や問題点の改善意欲

を高めることが可能になると期待できる。 

 

Ｆ. 研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

84



 

 

資料１：  ニューサウスウェールズ州農林水産省（NSW DPI : New South Wales 

Department of Primary Industries）、ニューサウスウェールズ州食品担当機関（NSW 

Food Authority）、ニューサウスウェールズ州保健機関（NSW Health）の各業務分担。 

Food 

Manufacture

Farm &

Ocean

Primary

Processing

Retail &

Foodservice
Consumption

NSW Food Authority

Other responsibilities include:

• appoint, coordinate, 

support and assist “enforcement 

agencies”

• approve / accredit auditors, 

analysts and laboratories

• incident response and complaint 

/ inquiry management

• consumer information and 

education

• industry training

• surveys and food surveillance

Responsible for objectives of 

Food Act 2003:

• ensure food for sale is safe 

and suitable

• prevent misleading conduct in 

connection with sale of food

• provide for application in 

NSW of Food Standards  

Code

• lead NSW agency for national 

and Trans Tasman policy and 

standards development

DPI* is responsible 

for:

• animal and plant 

disease and pests

• livestock identification 

and traceability schemes

• fisheries resource        

management

• chemical residues in 

livestock

• stock foods

• use of veterinary   

chemicals and 

medicines, and

• fertilisers

NSW Health is 

responsible for:

• notification and 

surveillance of   foodborne 

disease

• epidemiological   

investigation and 

joint response to   

foodborne disease

• nutrition policy, and 

• health promotion 

activities

Enforcement agencies
(Local Councils, plus other 

enforcement agencies)

Responsible under the Food Act 

2003 for: retail and food service 

sector
* DPI – Department of Primary 

Industries

 

資料２：オーストラリアNSW州およびNSW州内 128カウンシル。 
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資料３：食品取扱施設の監視指導結果掲示システム”Scores on Doors”  

 

 

資料４：食品取扱施設の指導・処分内容一般公開サイト”Name and shame” 

https://www.foodauthority.nsw.gov.au/offences 
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資料５：食品衛生監視結果報告書の書式（パラマタ市カウンシルの例） 
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資料６：各カウンシルが入力した監視・対応・処分等のデータが NSW Food Safetyのシ

ステムに集約される。ほぼリアルタイムに監視動向が集約され、地図上のカウンシルをク

リックすることで、集計された監視実施件数、対応、処分等のデータが表示され、他のカ

ウンシルと比べて突出したデータが表示された場合には、NSW Food Safetyから当該カウ

ンシル責任者に連絡して監視指導内容に変化や問題がないかの確認を行うことでカウンシ

ル間の監視指導の平準化を目指している。 
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資料７（1/3）：パラマタ市カウンシルにおける食品衛生事業者許可費用および監視費用

（2023-2024年、オーストラリアドル）。 

https://www.cityofparramatta.nsw.gov.au/sites/council/files/2023-07/FY2023-24_Cityof

Parramatta_Fees_And_Charges.pdf 
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資料７（2/3）：パラマタ市カウンシルにおける食品衛生事業者許可費用および監視費用

（2023-2024年、オーストラリアドル）。 

https://www.cityofparramatta.nsw.gov.au/sites/council/files/2023-07/FY2023-24_Cityof

Parramatta_Fees_And_Charges.pdf 
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資料７（3/3）：パラマタ市カウンシルにおける食品衛生事業者許可費用および監視費用

（2023-2024年、オーストラリアドル）。 

https://www.cityofparramatta.nsw.gov.au/sites/council/files/2023-07/FY2023-24_Cityof

Parramatta_Fees_And_Charges.pdf 
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資料８：トゥイード・シャイア・カウンシルで 2022 年度に実施した食品衛生監視の主な

食品衛生事業者の位置（中央位置が保健所のあるマーウィランバ市） 
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食品衛生監視員の監視指導時の基本携行品（写真１～４） 

 

写真１：非接触・中心温度計 

 

 

写真２：中心温度計消毒用アルコール綿 
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写真３：懐中電灯（暗いところをみるため） 

 

 

写真４：監視結果入力用スマートフォンもしくはタブレット 
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写真５：監視指導前に担当地域の監視対象店舗を管理アプリの地図上で確認。 

 

 

写真６：管理アプリでは基本的に選択肢から選ぶことで監視指導の平準化を図っていた。 
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写真７：管理アプリでは各地域（チーム）の監視指導の解析結果が簡単に表示できる。 

 

 

写真８：各事業者の入口に掲示してある「Scores on Doors」ステッカーの掲示例 
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写真９：手洗い場でお湯が出るかを確認。オーストラリアでは手洗い場でお湯がでること

が必須である。 

 

 

写真１０：冷蔵室の床に直に食材を置いていたため床から 5cm以上あげたところに置くよ

うに指導。 

 

 

97



 

 

写真１１：冷凍肉パティを解凍のためにガスコンロのそばに出していたため、放射温度計

で測定。出してからどのくらいの時間が経っているかを質問。冷蔵庫で解凍するよう指導。 

 

 

写真１２：グリルからの油滴が隣の棚をつたって調理台の上まで垂れており、その下には

レタス等の具材が剥き出しであったため棚を掃除するよう指導。 
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写真１３：アレルゲン表示パンフレットは注文カウンターの横に掲示してあり、アルバイ

ト店員に確認したところパンフレットに沿って説明可能であった。 

 

 

写真１４：責任者が不在だったため携帯電話で連絡して指摘事項を伝達。電子メールにて

報告書を送付するので、了承の返信をするように依頼。 
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写真１５：食材のアレルゲンの対応表を確認。各料理についてきちんと記載されていた。 

写真１６：食材の温度管理確認（中心温度計使用）。 
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写真１７：冷蔵室の温度管理確認。 

 

 

写真１８：冷蔵庫内の食材の消費期限管理は色分けラベルでわかりやすく行われていた。 
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写真１９：ピザソースの温度管理確認。 

写真２０：施設内ごみ集積所のゴミ箱がゴミが入りきらずに蓋が開いていることを指摘。

そ族対策のために空きがあるゴミ箱に入れてきちんと蓋を閉めるよう指導（写真右端のゴ

ミ箱）。
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写真２１：手洗い場の一つが荷物置き場となっており使用できなかったためどかすよう指

導。 

 

 

写真２２：食品衛生責任者証の確認。 
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写真２３：製氷器にカビが発生していないかを確認。 

 

 

写真２４：食洗機に汚れやカビがあったため指導。 
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写真２５：使用している食洗機の洗剤に問題がないかを確認。 

写真２６：事業者の温度計が動作することを確認。 
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写真２７：事業者の温度計の確認および使用方法理解の確認。食材の温度も確認。 

写真２８：保温カウンターの食材の温度確認。60℃以上であったので問題なし、表面と内

部の温度に差がでないよう定期的にかき混ぜるよう指導。 
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写真２９：炊飯器の温度を確認。壁の木材は異物混入の原因になるので推奨されないが、

元の建物の問題であるため仕方ない。その近くに食材を置かないように指導。 

写真３０：Vegan用料理のフライパンは別にして管理していた。まな板等も同様に別に用

意していた。ピーナツ等のアレルギー対応においても調理器具を別にして調理していた。 
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写真３１：キッチンカーの手洗い場に布の布巾しかないため、使い捨てのペーパータオル

等を用意するよう指導。 

 

 

写真３２：冷蔵庫のパッキンが壊れているので修理するよう指導。 
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写真３３：牛乳等を保存している冷蔵庫が不調で、上の段は冷えていなかった。修理が終

わるまで冷えている下の段に移すか、パッキンの破れている冷蔵庫の方がしっかり冷えて

いたのでそちらに移すように指導。 

 

 

写真３４：窓のパッキンが破損しており、虫や埃の侵入を防ぐために修理するよう指導。 
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写真３５：冷蔵ショーケース内のケーキやお菓子の温度を測定。 

写真３６：ケーキ類のアレルゲン表示を確認。 
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写真３７：事業者が使用していた温度計が故障していたため、新規で買い直す際に中心温

度計付きの方を購入することを推奨。 

 

 

写真３８：ドラフトの錆が出ていたので食品への異物混入をふせぐために磨くよう指導。 
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写真３９：客が自分でパン等を取ることができる場合には常時監視できるスタッフを一人

置くように指導。 

 

 

写真４０：冷蔵庫中で肉製品の下にパンが置かれていたため配置を変えるよう指導。 
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写真４１：換気扇と天井に隙間ができており虫や鼠族の侵入を防ぐために隙間を塞ぐよう

指導。 

写真４２：パンの上の扇風機が埃まみれだったため掃除するよう指導。 
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